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はじめに

「学力向上」は、 多くの学校関係者が取り組む課題の一つですが、 「とうすれば子供たちの学

力を伸ばせるのか」について答えることは簡単ではありません。 ただ単に学習量を増やすだけで

は、 一時的に問題が解けるようになったかのように見えても、 育成を目指す資質・能力を必ずし

も身に付けているとはいえないこともあるでしょう。 また、 子供たちが学校教育の期間を通じて

学力を伸ばし続けることはもちろん、 生涯を通じて学び続けるために必要な資質・能力を育むた

めには、 「教科の内容をどう教えるか」といったことだけに着目するのではなく、 言語能力など

の学習の基盤となる資質・能力を教科等を横断して育んだり、 学校・家庭等での子供たちの学び

を支える環境を整えたりといった、 学力向上のための基盤づくりに義務教育の早い段階から取り

組んでいくことが重要です。

こうした観点から文部科学省では、 令和元年度から令和4年度にかけて、 学力向上のための基

盤づくりに関する特徴的な取組と当該取組に係る学カデ ー タの取得・分析により、 子供の学習の

基盤形成を通じた学力向上について有効な取組を明らかにするための実証的な調査研究（「学力

向上のための基盤づくりに関する調査研究」）を行ってまいりました。

この度、 これまで実践団体の取組を通して得られた成果や課題をまとめるとともに、 その意義

について専門的な分析を加え、 各学校や教育委員会が参考としやすいように「学力向上のための

基盤づくりに関する普及・促進事業成果報告書 学力向上のための基盤づくり～その考え方と実

践例～」（以下「事業成果報告書」という。）として整理しました。事業成果報告書は、 4年間

の本事業における成果や課題を集約し、 調査研究における研究知見を全国の学校や教育委員会等

に向けて周知・広報するとともに、 今後の学力向上に関する施策を考える際の基礎資料になるこ

とを目指しています。

第1部においては、 「学力向上のための基盤づくりに関する調査研究事業から得られた研究知

見と今後の展望」と題し、 いくつかの実践団体の取組を取り上げながら、 実践団体が取り組んだ

研究の意義や得られた成果、 他地域の各学校や教育委員会で同様の取組を行うこととした場合の

助言、 研究の成果をよりよいものとする観点からの今後の課題等について、 「学力向上の基盤と

は何か」 「学力向上の基盤の形成のためにはどのような取組が必要か」といった視点から整理し

ています。

第2部においては、 令和元年度から令和4年度の実践団体の皆様に、 それぞれの取組の概要や

実践上のポイントについてご執筆いただきました。実践に取り組んだ学校の成果について比較対

象校との分析を交えて整理する中で、 それぞれの取組を展開することで子供たちの学力がどのよ

うに向上したのかをお示しいただいています。また、 さらに詳しい取組を知りたい方のために研

究報告書を閲覧できる二次元コ ー ドを付けました。研究報告書では、 デー タ分析に基づく具体的

な研究成果をご紹介していますので、 子供たちの学力向上のための基盤づくりに向けて、 ぜひご

活用ください。

本書は、 従来の多くの実践研究においては、 科学的方法論や定量的または定性的な指標等を伴

った検討・分析が十分なされてこなかったという問題点を克服するための示唆となっておりま

す。本事業で得られた研究知見が各学校や教育委員会における学力向上の取組の一助となること

を願っています。

令和6年2月26日

文部科学省初等中等教育局教育課程課教育課程企画室

On！科学肖



「学力向上のための基盤づくりに関する調査研究」

事業の概要

1.事業の内容
児童生徒の確かな学力の育成のために有効であると考えられる研究テ ー マとして、以下の「研究
テ ー マ」のいずれかに即して、児童生徒の学力向上に資する可能性があると考えられる研究課題
を具体的に設定し、調査研究を行う。

(1) A-①学習を支える環境の整備
児童生徒が学習•生活する空間に工夫を加え、それによる児童生徒の学力向上の効果を検証
する。

(2) A-②児童生徒の発達の段階に即した取組
児童生徒の発達の段階を踏まえ、発達に応じた集団を構成したり、生活スケジュ ー ルを改善
して集中力を高めたりする取組を実施し、その効果を検証する。

(3) A-③効果的な補充学習・家庭学習の実施
従来の補充学習や家庭学習とは異なる、工夫された画期的な補充学習や家庭学習を実施し、
その効果を検証する。

(4) B読解力などの言語能力等育成のための取組
読解力などの言語能力や情報活用能力などの育成に向けた基盤としての資質·能力を育み、
その効果を検証する。

調査研究においては、各研究テ ー マに沿った取組を実践する「実践校」と取組を実践しない「比
較対象校」を設定し、取組の効果検証を行い、それにより得られた成果等について全国の他の地
域への周知・展開を図るとともに、今後の児童生徒の学力向上に資する施策立案等に役立てる。

2.検討会議委員
0上智大学総合人間科学部
0千葉大学教育学部
〇お茶の水女子大学基幹研究院
〇東京学芸大学教育学部
〇三重大学教育学部
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奈須正裕
貞広斎子
冨士原紀絵
犬塚美輪
守田庸一

3.実践団体及び研究報告書 ※文部科学省ホ ー ムペ ージ掲載順
(1)令和元度実践団体(4団体）

0千葉工業大学 〇横浜市教育委員会
〇羽島市教育委員会 0いなべ市

教

育委員会
＜令和元年度委託団体作成の研究報告書＞
皿ps:IIwww.mext.ggjp/a menu/shotou/new-cs/1420-676 00003htm 

(2)令和3年度実践団体(8団体）
0千葉工業大学 〇横浜市教育委員会 〇羽島市教育委員会
〇愛媛大学 〇佐賀大学 0大阪府教育委員会
〇福津市教育委員会 0山口県教育委員会
＜令和3年度委託団体作成の研究報告書＞
皿�gQ,j�1420676 00004. htm 

(3)令和4年度実践団体(6団体）
〇横浜市教育委員会 〇愛媛大学 〇佐賀大学
0大阪府教育委員会 〇福津市教育委員会 0山口県教育委員会
＜令和4年度委託団体作成の研究報告書＞
皿ps:IIwww.mext.gajp/a menu/shotou/new-cs/1420676 00006.htm 

※令和2年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により事業中止。
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第1部
学力向上のための基盤づくりに関する

調査研究事業から得られた研究知見と今後の展望

上智大学総合人間科学部 教授 奈須 正裕

1. 教育活動が依って立つシステムの問い直し

本調査研究事業において、 「基盤」という言葉は主に二つの意味で使われている。
一つは、 学習空間や学習時間、 教授組織や学習集団編成、 さらに家庭学習の在り方など、

学校や教師が教育活動を展開する際に依って立つシステムという意味での「基盤」である。

明治 5 年の学制に始まる我が国の教育は、 150年の時を経ていくつかの盤石な「基盤」

を築いてきた。 その多くは、 形成過程において一定の必然性と妥当性をもち、 たゆまぬ

研鑽を通じて個々の教師が身に付けてきた力量を効果的に発揮するプラットフオ ームと

しての役割を果たしてきた。 実際、 それらは我が国の授業、 そして子供の学習の質の高

さを通して海外からも高く評価され、 また国際学力調査等における安定した成果の礎と

もなってきた。

しかし、 過去において応分の成果を挙げてきた「基盤」のすべてが、 今もなおベストな

選択肢かどうかは定かではない。 「基盤」の上で展開される教育活動が＋全に機能するに

は、 「基盤」の妥当性に対する不断の問い直しが必要であろう。 従来、 この努力が十分に

なされてきたとは言い難いし、 他にとのような選択肢があるのか、 その検討が尽くされて

きたとも思えない。

本事業は、 まずもってこのことを個々の地域の実情と創意に基づく具体的な実践創造を

もって詳細に検討することを課題とした。 そのことを通して、 我々が「普通」と思い込ん

でいる「基盤」に根拠はあるのか、 また、 当初それが採用された意味合いや、 現在におけ

る問題点などを整理し、 未来における「基盤」のあるべき多様な姿を具体的に描くことが

目指された。

2. 学習の基盤となる資質・能力の育成

本事業における「基盤」のもう一つの意味合いは、 学校の内外において子供たちが様々

な学習を展開するに当たり、 それを下支えする資質・能力としての「基盤」である。

これは、 現行の学習指導要領で、 小学校で言えば総則第 2 の 2 の (1) において「言語

能力、 情報活用能力（情報モラルを含む）、 問題発見・解決能力等の学習の基盤となる資

質・能力」として新たに打ち出されたものにほかならない。 これらは、 今後における教育

課程編成の根幹をなすものとして提起されたのだが、 個々の学校や地域における闊達な実

践創造を伴う形での具体的検討となると、 残念ながらまだまだ不十分な状態に留まってい

る。
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そこで本事業では、 言語能力の中核をなすと考えられる読解力に特に焦点を当て、 複数

の実践団体に検討をお願いした。 各報告にあるように、 多くの成果や知見が得られてお

り、 今後、 同様の戦略の下、 読解力以外の他の資質・能力についても急ぎ検討を進めてい

く必要がある。

3. 「基盤」が変われば、 授業や学びも変わる

「基盤」は、 左記二つのいずれの意味合いにおいても、 その上で展開される教育活動の

様相や、 子供の学びの質を少なからず変貌させるに違いない。 このことは、 連動して教育

活動を計画し実施する教師の仕事の在り方、 また求められる専門性にも影響するであろ

つ。

小学校の一部教科担任制が授業の質的向上に資するというのは、 当然の結果として期待さ

れるところである。 しかし、 実際にそうなるかは、 現に授業を担う教師の教科専門性の高ま

りなり、 より質の高い教材の開発や指導計画の策定が実現されるかどうかに懸かっている。

単に担当する教科数が減るとか、 何度も同じ授業を実施できるといったことが、 直ちに授業

の質的向上や子供の学力向上をもたらすわけではない。 小学校教師は多くの教科を教えてい

るから、 すべての教科について十分な専門性をもつのは至難の技であり、 その点における多

少の弱さは、 いわば免責されたきた部分がある。 しかし、 この長年の構造的問題を解決すべ

＜断行された「基盤」の変化は、 状況を一変させる。 このように、 「基盤」の変化は時とし

てこれまで不問に付されてきた問題を顕在化させ、 言い訳ができない状況をもたらしかねな

い。

ここで、 教師を責めるような方向に議論が進むのは、 まったく不適切であろう。 「基

盤」の変化がもたらした好条件が、 子供たちの学力向上に連なることが望まれているこ

とは言うまでもない。 実際、 当の教師もそれをこそ 目指しているに違いないが、 まずは

もたらされた状況をどう生かすかは、 教師に委ねることを基本としたい。 また、 好条件

と多くの人が考えるものが、 教師に変化をもたらすのに十分かどうかも、 慎重に吟味す

る必要がある。 「焼け石に水」の状況下で過大な成果を求めることになっていないか。

投下されたリソ ー スの量や質に関する多面的で実証的な検討が求められる。

子供の読解力が商まることは、 かなり直載に学力向上に資するだろう。 しかし、 それ自

体がもつ効果は限定的であり、 読解力が様々な学習の「基盤」であることの意味は、 これ

までよりも格段に進んだ学びが実施可能となる点にこそある。 したがって、 教師は授業の

質や水準を大きく向上させる必要があるが、 多くの場合、 それはより高度な専門性や独自

な教材開発を要請するであろう。 これは、 決してたやすいことでも、 短期間に成し遂げら

れることでもない。 このあたりまで含めて、 ト ー タルで授業やカリキュラム、 教師の力量

形成について、 次の一手をどう打つか、 長期的に展望する必要がある。

4. 実践を検討する方法論を巡って

本事業の重要な特質の一つに、 調査研究に際し実証的な方法を用いることがあった。

その背景には、 従来の実践研究が、 ともすれば単なる事例報告に終始することが多かっ

たことへの反省がある。 あるいはそれとは逆に、 「仮説検証」を標榜しつつも、 どのよう

な事実が観察されれば仮説が棄却されるかを明確に定めないまま実践を展開し、 都合のよ

い事実のみを恣意的に収集して「仮説は検証された」と結論付けるといった実践研究も枚

挙にいとまがない。 このような方法論に依っていたのでは、 その調査研究の結果を適切か

つ十分に後の実践や研究に生かすことが困難である。



3

そこで本事業では、 調査研究の設計段階から、 実践の中で何が起こっているのか、 それ

を適切に把握するための指標や方法について、 周到な検言寸を求めた。 ここで大切なのは、

定量的な指標による検討は極めて重要ではあるが、 同時に、 このことが測定や評価を測り

やすいものに偏らせる傾向を生みがちになることへの注意を怠らないことである。

とりわけ、 現行の学習指導要領では、 学力を資質・能力の三つの柱で、 非常に幅広く多

面的にとらえ、 バランスよく統合的に育成することが求められている。 本事業は学力向上

がテ ー マだが、 それぞれの実践や状況において学力が何を意味するのかについては、 繰り

返し問い直し、 慎重に検討を進める必要がある。

また、 このことは、 定量的な方法よりも、 むしろ質的な指標やエピソ ー ドによる把握の

方が自 然であり、 かえってより豊かな学びや育ちの在り様を捉えられる可能性へと我々の

目を開かせてくれる。 量的な方法と質的な方法は、 適切に用いることで相互補完的な関係

を実現でき、 全体として、 より豊かでピン ト の合った形で子供の事実を活写することにつ

ながる。 また、 量的に捉えられた事実の奥底で何が具体的に生じているのか、 それを明ら

かにする上でも、 質的な資料や個別的なエピソ ー ドは大いに効力を発する。

本事業では、 一貫して以上のようなことを各実践団体と共有し、 それぞれの取組に最適

な方法論の選択、 検討方法の設計をお願いしてきた。 実際の作業に際しては、 数々の困難

があったに違いないが、 各実践団体の報告からも明らかなように、 まずは応分の成果が得

られたと言えよう。 さらに、 今回の経験を、 今後の様々な事業展開に生かしていくことが

望まれる。

（奈須 正裕）
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図チ ー ム学年経営の実行可能性と方策
ー横浜市教育委員会の取組から

1. 学力向上の基盤
(1) リソ ー ス投入が基盤となる

◆要約

千葉大学教育学部 教授 貞広 斎子

担任を持たないチー ム・マネジャ ーを配置するために、 市が思い切って単費で非常勤講師
を全校配置した取組は、 リソ ー ス投入による学習の基盤整備の好事例である。

横浜市教育委員会の調査 研究では、 子供たちの学習 の 基盤づくりの大切な視点として
「児童の心の安定」 と「教員の働き方や人材育成」を挙げている。 この 点につい て、 多く
の学校関係者は首肯するであ ろうが、 言うまでもなく、 これらの土台は、 高度専門職とし
ての教師の専門性が十分に発揮できることによってもたらされるものであり、 実際には、
教師の心理的・物理的余裕がなけ れば得ら れない視点である。

すなわち、 教師が教育効果を上げるためには、 一人 一人が優れた専門職になるだけでは
不十分であり、 ①人的リソ ー スの数、 ②一人当たりの投入 可能時間（研究・研修、 授業準
備、 授業、 生徒指導等）、 ③各々の専門性、 ④同僚性等の掛け合わせが、 与え ら れた業務
に比して適正であることが必要とされる。 これまで、 教育業界におい ては、 ①や②が不 足
することに十分に向き合わず、 あてがい扶持を前提に、 ③を高めたり、 ④を駆動させたり
することで、 足らざることを補う思考があり、 そ れでも足りない 場合は、 上位政府の支援
を期待するという姿勢が自治体間で共有されてきた。

これらの潮流の中にあって、 市の単費を活用し、 葬常勤講師を年度進行で全校に配置し、 担
任を持たないチ ー ム・マネジャ ーを創出する横浜市教育委員会独自の事例は、 これらの旧習を
打破した基盤整備の好事例であると言える。

(2) 複数価値の同時実現： 一粒で二度おいしい政策
◆要約

チ ー ム学年づくりのためのチ ー ム・マネジャ ー の配置は、 同僚性の高まり、 生徒指導対
応力の向上、 経験の浅い教師の専門性の向上など、 複数価値の同時実現につながった。

さらに、 リソ ー スの配置が、 学年 というチ ームづくりに向けられたことで、 ④の同僚性が高ま
り、 生徒指導等の対応力が上がると同時に、 特に経験年数が浅い教師の③専門性を底上げする効
果があったことも見逃せない。 リソ ー スの追加配置という貴重な手立て（政策）を、 教科担任制
導入による持ちコマ数減という目標だけでなく、 学年というチー ムづくりの促進や、 その結果と
しての生徒指導力の向上、 若年層教師の職能開発等、 複数の同時実現を可能とする戦略性によっ
て導入された点も優れていると言える。 実際の政策は、 A（手立て ・ 政策）→B （結果・成果）と
いう 1対 1関係には留まらない。 むしろ、 通常の制度設計や政策デザインでは複数の価値の組合
せを構想することは可能（佐野2020) 、 もしくは必要であり、 成果検証のフレ ームが精査されて
いる場合には、 複数価値の同時実現を希求する政策の優先度は自ずと高くなる。
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( 3 ) 情報は重要な基盤である
◆要約

I RT （項 目 反応理論） をベー スとした横浜市独 自の学力調査を活用して、 データ に基づく
効果検証をで きるよ う にしたこ とは、 リソ ー ス投入に並ぶ重要な学びの基盤整備である。

加 え て、 古くは ヒ ト ・ モ ノ ・ カネと称された条件整備に追加して、 「情報」 は重要な基
盤となる。 今回の研究の中で、 横浜市は、 市独自の「横浜市学 カ ・ 学習状況調査 」 におい
て、 I RT （項目反 応 理論） を ベ ー ス としたテ ス ト を 導 入し、 テ ス ト 問 題の難易度や構 成 員
を統制した上で、 経年 的 変化が検証できる基盤を整備した。 その上で、 算数の専科指導 に
絞 っ た経年 的 効果検証を行 っ ているが、 このように、 適切に進 捗を 可視化し、 共有 するこ
とは、 各学校が自 らの取組を振り返るのみならず、 次の 手立ての試行や、 介入の選択・集
中を 効果的に行う ためにも必須である。 もはや情報活用 戦 略は、 リ ソ ー スの追加と双璧を
成 す基礎的基盤に なると言えよう。

2 . 学力向上の基盤の形成のために望まれる取組
( 1 ) 学力増進か ら 「公正 さ 」 の実現へ

◆要約
学力の 「平均値」 を伸ばすのではなく、 子供の社会経済的背景に起因する教育格差を是正し、

教育の社会的公正を実現するという考え方に基づく選択と集中による リソ ースの投入を。

これまで述べ てきたように、 横浜市教育委員会の 事例 か ら 見 ても、 学力向 上の基盤づく
りの ためには、 追加 リ ソ ー スを 戦略的に配置し、 その進 捗を適切に 可視化し、 共有し、 次
を 試行 することが必要であることが示されたが、 さらに その 先 に、 見 据 え たい視点があ
る。 平均値 的思考で自治体全 体の学力を増進させるという思考 か ら、 社会的公正を 実現 す
るには どう するべきかという思考への転換である。

年度進行とはい え、 横浜市教育委員会のよう に 非 常勤講師を 全校配置 するという 政策
は、 夢のまた夢 という 自治体は少なくないであ ろう。 ただし、 一部であれば、 場合によっ
ては 1校であれば配置し、 チ ー ム学年経営ができるかもしれないとい う 自治体となると、
その数は増 えることが予 測される。 では、 そ の 限 ら れた追 加 リ ソ ー スを、 どの学校や学
年、 学 級に配置 するの か。 その際、 一般に 「学力向 上 」 とい っ た場合には、 これまでの前
例では、 比較的伝統があり、 ス タ ッ フにも恵まれ、 確実に成果が上がりそうな学校に配置
されてきた実績があるのではないであ ろうか。

ただし、 今般の調査 研究の 「学力向 上の基盤づくり」 という観 点か らは、 むしろ、 社会
的 公正を実現 する、 すなわち、 子供の社会経済的背景に起因 する教育格差（松岡2019) を
是正し、 厳しい状況に 置 か れている子供を包摂 するという思考を 基礎として、 諸条件の厳
しい学校にこそ追加配置を するという 戦 略が導 き出される。 リ ソ ー スが潤 沢な 場合は、 一
律に配分しても効果が期待できるが、 リ ソ ー スが限 ら れている場合は、 効果を 意識し、 選
択と集中を行うことも、 政策の有望な選択肢 とな ろう。
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( 2 ) 進捗・成果の可視化 ー その戦略
◆要約

I RTを用いた独 自 の学力調査がなくとも、 既存の調査を活用して、 学校別に見た期待値
か ら の乖離を検証するとい う 視点でデータに向 き 合い、 そ れを踏まえ学校間における好事
例の取組を共有する こ とも 可能である。

リ ソ ー スの全校配置 と 同様に、 I RTを 用い た独自の学 カ・学習 状況調査 も、 対応 できる
自治体は多くはない こ とが予測される。 したがって、 進 捗や成果を検証 する と い っても、
厳密には経年変化が検証できない独自調査や、 Y
全 国学 カ・学習 状況調査 の 結 果を活用 せざるを
得ない 自治体の方が多数派であ ろう。

では、 とのように活用 するの か。 例 えば、 従
来 から広く行われている平均点や学校 ラ ン キ ン
グで検証 するのではなく、 学校別に 見 た期待値
か らの乖離を検証し、 そ れを上回 っている（好
事例）のか、 下 回 っている（要改善事例）の か
と いう視点で、 デー タ に向き合うことを提案 し 。
たい。 例 えば、 社会的経済的背景 と学 力には一

•…·  • • • • • ー ・ ・ 近似匝線

定 の関係性 （相関）がある とされているので、
①学校平均値 と 就学援助率 と をXY座標に プ ロ ッ トし、 近似直線 と比較して、 好事例 と 要改善
事例を抽出し（図 1 ) 、 フィ ー ル ド ワ ー ク等で、 そ れぞ れの学校で実施されていたり、 され
ていなか ったりする教育活動を 質的 に分析 する。 同様に、 過去の学力 と 現 在の学力 （例 え
ば、 4 年生時の学 力 と 5 年 生時の学 力）にも一定の関係性 （相関）がある と されているの
で、 検証に用いる学力調査が複数年度 実施されている場合は、 ② マ イナ ス 1 年度の平均値 と
対象年度の平均値の関係を検証 する こ と も有効であ ろう。 その 先には、 好事例の取組を学校
間で共有 する こ と によって、 他校の底上げを するだけでなく、 予めハイ リ ス ク グル ー プを特
定 する こ と で、 低学力の予防・介入・補償の実現が視野に入 ってくる。

＾

▼
．

 

．ヽ

．

 

”.

 

,.

 

-
.

 

q9

 

‘‘

 

•
‘

 
占、
'

・

2苫·
'

 

.

^

>
't

 

·
·

 

●-

.
 .

 t

 

ー
・
●-
―
·
 

期待値との乖離 x

 

図 1 期待値 と の乖離

( 3 ) 好事例の学校間共有： 横並び • 前例主義か ら相互参照ヘ
◆要約

学力といった量 的なデー タと、 各学校の取組といった質 的なデー タ を両方見 える化
する こ とで、 好事例の相互の学 び合いを促進し、 自 治体全体の改革機運を高める こ と
に資する。

上 記で抽出された好事例校の取組は、 自治体の貴重な共有財産 （情報）である。 学校
は、 子供の人生の大切な一時期を 引 き受け るがゆ え、 失敗が許されない と いう プ レ ッ シ ャ
ー に 晒されている。 当然の 帰 結 と して、 リ ス ク ヘ ッ ジの観点から、 横並び、 前例主義に陥
り易い。 こ うした学校が一歩踏み出すためには、 同 じ 自治体内の好事例の取組が、 他校 と
共有される こ と は大きな一助 と な ろう。
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ただし、 効果を上げる取組は、 学校が置か れている条件・状況とも連動する。 自校の条件に
照らして、 最も適切と思われる手立てを選択するためには、 諸条件の異なる複数校の取組が共
有 さ れるこ とが望ましい。

その点から 見 て、 横浜市教育委員会が公開しているような「各学校の取組概要」 一覧は、 小
規模校から大規模校まで、 諸々の条件の異なる学校の取組が網羅 さ れており、 今後、 フ ォ ロ ワ
ー となる学校の試行に資するものとなるであろう。 特に、 こ うした質的デー タが、 自治体独自
の量的デー タ と掛け合わさ れて公開 さ れるこ とは、 好事例の相互参照・学習を促進し、 自治体
全体の改革機運の駆動に資するこ とにもなる。

3 . 基盤と取組の横展開に向 け て
◆要約

短期のテス ト ス コ アを政策の目 標にする こ とは限界があり、 未来を見通した子供のウ ェ
ル ビー イ ング等を検証の対象や 目 標にしつつ、 予算配分権をもつ首長の納得を得ていく努
力が必要である。

最後に、 こ うした取組を、 他の 自治体にも展 開していく ためには、 教育委員会だ けでな
く、 首長部局 との連携が欠 か せない。 予算権をもたない教育委員会が、 追加 リ ソ ー スを配
分するためには、 総合教育会議等の機を捉 え て、 首長の納得性を調 達 する必要がある。 そ
の 意味でも、 横浜市教育委員会の取組は好事例であるだ けでなく、 取得さ れた良質なデー

タがある こ と か ら、 多くの 自治体の参照 先 とな ろう。
ただし、 首長部局 との協働には、 予算配分という光だ けでなく、 影がある こ とにも留意

が必要である。 首長は、 自治体の長 として、 財 政 効率化圧力 に 晒 さ れている。 加 え て、 明
示的 かつ短期的 成果が問われる世界に 身を 置い ているため、 テ ス ト ス コ アに 象徴 さ れる点
数化できる学力 への焦 点化が起 こ りや すい。 その 結果、 短期でテ ス ト 結果が好転しない 政
策 か らの撤退も起 こ りや すいのである。

ただし、 テ ス ト ス コ アが短期間で劇的 に好転 する こ とは一般的ではない。 加 え て、 テ ス
ト ス コ ア ヘの拘泥は、 そもそもテ ス ト で測 れる学力 の みが目下の学習指導 要領で求めら れ
ている学力 であるの か 、 到 達・達成しているこ とだ けが評価 さ れるの か、 等々、 学校関係
者が 日 頃か ら疑問に感 じ ている こ ととも矛盾する。

したがって、 検証したり、 提示したりするのは、 現 時点での達成 ・ 到達だ けでなく、 未
来を 見 通した子供の ウ ェ ル ビ ー イ ング等、 複数の広い観 点か ら行われる こ とが望ましい。
その上で、 デー タを味方に 付 け た情報活用 戦略の下、 「児童の心の安定 」 と 「教員の働き
方や人材育成 」 を盤石にしていく こ とが望まれる。

（貞広 斎子）
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怠 家庭学習改革の視点

1 . 家庭教育と家庭学習
◆要約

お茶の水女子大学 基幹研究院 教授 冨土原 紀絵

家庭学習の取組については各家庭の判断に委ね ら れているが、 家庭教育において学習は、
意図的にさ せないとい う 選択肢も含め、 その在り方は多様であってよい。

福津市教育委員会による家庭学習 の 実践研究を 検討 する前に 、 家庭教育と 家 庭学習 と
の関係を確認しておきたい。

平 成 1 8年 に 改正された教育基 本法では新 たに 「家庭教育」 の条項が加 え ら れた。 第十
条 1 におい て 「父母 その他の保護者は、 子の 教育につい て 第 一義的 責任を有 するもので
あって 、 生活の ために 必要 な習 慣を 身 に 付けさせると ともに、 自立心を育成し、 心身の
調 和 の と れた発 達を 図 るよう 努 めるもの と する」 と 定 めら れて い る。 この 条文で注目し
たいのは学習 という言葉が登 場しないこと、 そして あくまで努力 事項 として 掲げら れて
い る点である。 すなわち、 家庭教育の目的 は示されて い るものの、 その 内 容は具体的 に
示されておらず、 取組は家庭の 自主的 な判 断に 委 ね ら れて いる。 家庭教育として学習を
子供に行わせるか否 かについ て も、 本 質的 には各家庭で判 断 すべきことである。

ただし、 子供の「心身の 調 和 の 取 れた発 達 」 の ために は学習 と い う行為は欠 か せな
ぃ 。 さら に 、 高 度 情 報 化社 会に 生きる現 代人の「生活」 は生涯に 渡 り学習し続け るこ
と、 いわ ゆ る生 涯学習 として 学 び続け る 「習 慣」 を 必要 と する。 「生活の ために 必要
な習 慣」 として学習 という行為が位置 付 く とい う ことである。

ここで注 意したいのは、 生涯学習 におけ る学習 とは一般に学校教育の 文脈で用 い ら れ
る、 学習 内 容を 保 持して い る教師 という存在の指導 の 下 で行われる行為 に 止 まらないこ
とである。 子供の人間として のよりよい発 達や生活に 資 するであ ろ う と み な す、 あら ゆ
る内 容や活動が想定 されて よいものである。 教 え 手 に 条 件や制 限はなく、 また環境自体
（ 自然環境、 本、 イ ン タ ーネ ッ ト な ど）が教 え 手 と なる場合があるよう に 、 環境さえ整
えば生身の人間の教 え 手が不 在 でなされること すらあり得る。

すなわち、 学習 という行為は生活の習 慣 として位置 付け ら れ、 子供の 「心身 の 調 和 の
取 れた発 達」 に 必要であるには違いないものの、 家庭教育におい て学習 は、 意 図的 にさ
せないという選択肢も含め、 その 在り方は多様であって よいことを、 先 ずは確認してお
きたい。

2 . 家庭の格差問題と家庭学習
◆要約

家庭での学習習慣の確立は、 格差社会の克服に向けた教育の担 う 重要な役割の一つであ
り、 家庭での学習を効果的なも のとするためには、 そ の質と量の双方の在り方を追求する
必要がある。

教育基本法に 即 せば、 家庭教育の 決 定 権は本質的 には家庭にあり、 家庭教育の 方針と
して 、 あえて 意 図的 な学習をさせない 場 合があ って も不 自然ではない と 述 べ た。 その 場
合でも、 家庭が社会的、 自然的 、 文化的 な環境に恵まれ、 保護者が教育的 に 意味ある関
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わりをしており、 子供が結果的に、 自 然と学習しているとみなせる状況になっていること

はあり得る。

そうではなく、 保護者が家庭教育として意図的に我が子に充実した学習をさせることを

望んだとしよう。 それが保護者の努力ではどうにもならぬほど環境的に困難を抱えた家庭

の場合には、 その実現が問題となる。 さらに、 子供自 身が充実した家庭学習を望んだ場合

でも、 それを叶えるための保護者の努力に限界がある場合や、 そもそも子供の希望に無理

解な家庭の存在も危惧される。 意図的であれ無意図的であれ、 子供が学習という行為を行

うには、 家庭や学校といった場所を問わず、 環境的配慮や支援が必要である。

小学校・中学校・高等学校の学習指導要領第 1 章総則第 1 の 2 ( 1 ) では「家庭との連携を

図りながら、 児童の学習習慣が確立するよう配慮すること」と示されている。 しかし、 いつの

時代でも子供の学習習慣の確立に向けた学校との相互理解に基づく連携を図ることが困難な家

庭は存在している。 今日 社会問題となっている格差社会の進行は、 その困難さに拍車をかけて

いる。 2000年代以降、 家庭の経済的 ・ 文化的格差が子供の学力や学習に大きな影響を及ぼして

いることを多くの研究が実証している。
一例として、 お茶の水女子大学が文部科学省より委託された「平成25年度全国学カ ・ 学

習状況調査（きめ細かい調査） の結果を活用した学力に影響を与える要因分析に関する調

査研究」 ＊ では、 家庭の社会経済的背景（SESと呼ぶ。 調査研究ではLowest SES、 Lower

m id d le SES、 U p per m id d le SES、 H i ghest SESの 4 階層 に分けている） が高いほと学力調

査の平均正答率が高いという結果となった。

また、 SESに関係なく、 子供の家庭での学習時間の学力への影響を分析したところ、 家

庭での学習時間が長いほど平均正答率が高い結果となった。 家庭で子供が長時間学習に取

り組むことは、 子供の努力とみなすことができる。 子供の家庭学習での努力は学力を高め

る手段の一つであることが明示された。
一方、 この調査研究ではLowest SESの児童生徒が 「 3 時間以上」家庭で学習して獲得する平均

正答率は、 H ighest SESの家庭で「全く勉強しない」の子供の平均正答率に及ばないという結果が

出た。 この結果の解釈には様々な見解が想定されるものの、 長時間家庭で学習する子供の努力が

実を結ぶことを尊重する立場をとるとすれば、 Lowest SESの子供は家庭での学習の取り組み方、

それを支える環境に問題がある可能性が、 その理由の一つとして考えられる。 つまり、 ただ単に

長時間学習をするだけでは効果が高くはない可能性があるということであり、 家庭での学習時間

の量のみならず、 その質も問う必要があるということである。 必ずしも恵まれぬ家庭環境にあっ

ても、 ひたむきに努力をしている子供が報われる、 そうした家庭学習の量と質、 その双方の在り

方の追求がなされねばならない。

翻ってみれば、 上述の学習指導要領解説の総則編では、 第 1 章総則第 1 の 2 ( 1 ) は「 ( 1 )

確かな学力」という項目に位置付けられている。 これは家庭での学習習慣が「学力」の形成に及

ぼす影響力を示唆したものである。 日 常的な学習行為の習慣化を通して、 子供に一定の学力を保

障し、 主体的 ・ 自律的に学び続ける存在に育てることは、 格差社会の克服に向けた教育の担う重

要な役割の一つであることを踏まえておきたい。
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3 . 家庭学習としての宿題
◆要約

宿題の在り方について、 その量と質の両面について 「適切さ 」 を顧みる こ とが必要であ
る。 また教師により一律・一方的に課 さ れる こ とが一般的であった従来の形ではなく、 子
供 自 身による 「学習の立て方や学び方」 の指導が伴 う こ とで、 宿題としての 自 主学習は意
味ある取組となる。

家庭学習の内容として、 これまで学校教育が深く関与してきたのが宿題と いうシステムであ
る。 日 本では長年に渡り、 学校が一律に宿題を課し、 提出を義務付け、 教師がきめ細かいフォ
口 ーを行うことで、 多様な家庭環境下にある子供に学習習慣を確立させ、 一定の学力を保障す
ることに寄与してきた。 家庭の格差に起因 する学力格差が広がって いるとは言え、 学校の課す
宿題が教師の 手 厚 い フ ォ ロ ー ゆ えに格差を埋める役割を果た す可能性は未だ高いと言える。 上
記の調査研究におい ても、 家庭学習には様々な取組がある中で、 とりわけ学校が課す宿題の有
効性につい て示唆されている。 ただし、 今後、 単に宿題を課すことに止まらず、 その量と質を
も問う ていく必要があることは上述のとおりである。

ここでは宿題というシ ステムの特徴として、 学級全 ての子供に平等に課すため内容は基本的
に同一であること、 課したからには教師は必ず提出を義務付けチ ェ ッ ク すること、 何等かの理
由で宿題に取り組むことが困難な子供には補習や個別指導で対応することとしておこう。

内容の特徴としては、 今でも広く課され て いるのは授業の復習的な位置 付けの ド リ ルや教
科書準拠の問題集であろ う。 また、 内容の同 一性に縛られな い 自主学習は昨今で多くの学校
で導入され て い るものの、 自主学習を学 級全 員に課して いる点では同一の宿題であるに 違 い
ない。 い ずれも授業内容の 定 着 と家での学習の習慣化が目的であると理解できる。 さらに、
反転授業に代表される、 課された宿題の成果を用 い て授業に参加 すると いう予習的な内容を
課 すことも多くなって いる。 いずれにおい てもICT機器の普及はツ ー ルとして重要な手段とな
りつつある。

ところ で、 前述の学習 指導 要領解説 ・ 総則 編 の 第 1 章総則第 1の 2 ( 1 ) の解説では
. . . . . .  

「宿 題や 予習 ・復習 な家庭での学習 課題を適切に 課した り、 発 達の段階に応 じ た学習 計
. . . . . . . . .  

画 の 立 て 方 や学 び方を促した り する」 指導が求められ て い る（傍 点、 筆者）。
この 部 分を 踏 ま え て 検討しなけ れ ば な ら な いの は、 教 師が提供し子供が取り組 む 予

習 的 ある い は復習的 な 宿 題の 量 と 質の 両 面 にお い て 「適切さ」 が顧 み ら れ てき た であ
ろ う か と い う 点、 そして、 教 師が全 員一 律 に 課 す宿 題 と は性 格 の 異 な る、 子供自 身 に
よる「学習 計 画 の 立 て 方や学 び 方 」 の 指 導 が十分に なされ てきた だ ろ う か と い う 点で
ある。

「学習 計 画の立て方や学 び方」 を指導 すること とは、 結果的 に子供に 家庭学習の取組へ
の 決 定 を 委ねると いうことであり、 子供が自分で家庭学習の質 と量を コ ン ト ロ ー ル する状
態を認めることを 意味 する。 この 点か ら 見 れば、 宿 題 としての 自主学習は「学習 計 画の立
て方や学 び方」 の適切な指導 と合わせ て初めて意味ある取組となる。 この指導が伴わな い
自主学習は「自主」 とは名 ばかりの、 「や らされ」 課業に なりかねな い。

自主学習も含め、 子供は教師により一律 ・ 一方的に課される、 場合によっては長時間を
要 する大量の宿題に 「や らされ」 感を抱き、 ひ た すら 「こな すこと」 に終始し、 自律的 な
学習習慣の形成 にも学力 の形成 にも結 実しな い 場合も見 られる。 教師も自身が課され てき
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た タ イ プの宿題 を 出 す こ と が慣習 と な っ て お り 、 そ の 在 り 方 に 疑 い を も た な い 場合も あ る

だ ろ う 。 教師 と し て は 、 子供 に 家庭学 習 の 決定 を 委ね る と い う こ と は、 子供の 判 断で家庭

学習 を や ら な い 日 があ る こ と も 認め る こ と に な り 、 そ れが不安で あ る か も し れ な い 。

令和 3 ~ 4 年度 の 2 か年 に 渡 る 福津市教育委 員会の研究 は、 ま さ に そ う し た従来の宿題

の 在 り 方 に つ い て 、 量 と 質の両面か ら の 改革 に挑んだ も の で あ る 。

4 . 福津市の取組の成果 と 課題 （取組の詳細 は教育委員会 に よ る 報告書を参照の こ と ）

◆要約

子供の 「自 己選択 ・ 自 己決定」 を取 り 入れ、 子供が 自分に と っ て 「適切」 な内容の学習

課題を計画 す る 家庭学習の指導を行う 福津市教育委員会の取組は、 従来の教師の宿題観を

抜本か ら 変え た と い う 点で重要であ る 。

研究校 で は 子供が教 師 か ら 課 さ れ る 宿 題 を 「 さ せ ら れ る 」 も の と し て 認識 し て お り 、

そ の 意義 や 効 果 を 実感 し て い な い と い う 課題 を 有 し て い た 。 家庭で の 学 習 習慣 の 定 着 に

問 題 の あ る 子供 も 一定数見 ら れ た 。 そ こ で 、 子供を 自 立 的 な 学習 者 に 育 て る と い う 目 的

の 下 、 子供の 「 自 己選択 ・ 自 己決定」 を 取 り 入 れ、 子供が 自 分 に と っ て 「適切」 な 内 容

の 学習 課題 を 計 画 す る 家庭学習 の 指 導 の 取組 を 始 め た の で あ る 。

研 究 校 で は 宿 題 に い く つ か の タ イ プ を 設 定 し 、 子供が 自 己 選択 す る シ ス テ ム を 作 っ

た 。 宿 題 を 「 や ら な い 」 日 を 含 め て 設定 し て い る 事例 か ら は 、 子供が 自 身 に と っ て 負担

な く 家庭学習 を 調 整 し て い る こ と が分 か る 。 ま た 、 事例 中 に は従来 の 予 習 ・ 復習 タ イ プ

の 教 師 の 課 す 宿 題 も 含 ま れ て い る 。 そ の 種 の 宿 題 に つ い て は 、 そ れが授業 と い か な る 関

係 が あ る の か に つ い て 子供が納得す る よ う 教 師 が説 明 を 果 た し 、 子供が 目 的 を 理解 し た

上 で 取 り 組 む も の に 位置付 け 直 し た 。 研究校は 「家庭学習 と 学校 で の 授 業 と を シ ー ム レ

ス に つ な ぐ 」 こ と を 目 指 し た と 説 明 し て い る 。 こ れ は 一 見 す る と 、 授 業 内 容 の 予習 に 基

づ き 授 業 を 展 開 す る と い う 方 法論 的 な 取組 に 見 え る か も し れ な い が 、 そ の 本 質 は 宿 題 を

介 し て 教 師 と 子供が信頼 し て 繋 が る こ と を 意 味 し て い る 。 そ の 結果、 子供 自 ら 計 画 し た

家庭学習 の 成果 に つ い て 、 教 師 は計画 と 取組 の 実 施 の 状況 は確認 す る も の の 、 子供 を 信

頼 し 一 斉 に 提 出 さ せ細 か く 確認 す る こ と を 止 め 、 取 組 の 状況 に 問 題 の あ る 子供 の 支援 に

注力 す る よ う に な っ た 。 な お 、 こ れ は 教 師 の 働 き 方 改革 と し て も 効 果が見 ら れ た こ と を

付言 し て お く 。

こ の 研 究 で 重 要 だ っ た の は 、 学級 の子供全 員 に 一律 に 課 し 、 教 師 が提 出 の 有 無 を 確認

す る と い う 従来 の 教 師 の 宿 題観 を 抜本 か ら 変 え る と い う 点 に あ っ た と い え る 。 こ れ ま で

馴 染 ん で き た 宿 題 の 在 り 方 を 止 め る こ と は 、 教 師 と し て は相 当 な 不 安 と リ ス ク が あ る こ

と 、 さ ら に 、 従 来 の タ イ プ の 宿 題 に 自 身 も 馴 染 ん で き た保護者 か ら 不安が学校 に 寄せ ら

れ る 事態 も 想定 さ れ、 多 く の 困 難 を 乗 り 越 え た研究 で あ る と 思 わ れ る 。

残念 な が ら 、 今回 の 研 究 で は 、 令和 3 年度 当 初 に 想定 し て い た 家庭 で の 学習 に 困 難 を

抱 え て い る 子供 に 対 し て 保護者以外 の 、 例 え ば地域 の 人 々 の 支 援 を 得 る よ う な 取組 ま で

広 げ る こ と が課題 と し て 残 っ て い る 。 今後の取組の 一層 の 展 開 に 期待 し て い る 。

（ 冨 士 原 紀絵）
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母 学力 向上の基盤と な る 言語能力の育成 に 向 け て

東京学芸大学 教育学部 准教授 犬塚 美輪

1 . 学力としての読む こ と と学力の基盤としての読む こ と

◆要約

学力は単一の概念ではな く 、 どの観点か ら 学力について論 じ るのかを明確にする こ とが

学力の向上やその基盤づ く り を論 じ る上で必要で ある。 他者とともに言語活動に取 り 組む

こ と は、 個人の学力の基盤となるだ け でな く 、 教室全体の学力の基盤として機能する点も

重要で あ る。

学力は単一の概念ではなく、 いくつかの概念の複合体として定義される。 例えば学習指

導要領では、 各教科で育成されるべき 「知識及び技能」「思考力、 判断力、 表現力等」、

さらに「学びに向か う 力、 人 間性等」を含めて 「学力」と捉え、 それを支える基盤として

「学習の基盤となる資質・能力」を位置付けている。 学力の向上やその基盤づくりを論じ

る上では、 まず、 どの観点から学力について論じるのかを明確にする必要がある。 各種の

学力調査や ア セ ス メ ン ト は学力の一端を示すものではあるが、 学力全体を網羅するもので

はない。 したがって、 学力向上を 目指す教育的取組の評価では、 どのよ う な学力に注目し

たのか、 具体的な課題や 目指す学習者像を明確にした上で、 それが達成できたのかを検討

していくことが重要ではないだろ う か。 本稿では、 認知心理学の観点から読解を中心とし

た言語能力に注目し、 学力とその基盤づくりを考えることとする。

まず、 読解はどのよ う な活動として定義されるだろう か。 狭義には、 文字を読み上げる

ことと定義できるが、 教授学習の場面ではそ う した低次のプ ロ セ スだけでなく、 内容を理

解することが含意されていると言えるだろう 。 理解することは、 心理学的には、 情報を頭

の中に再現した表象を構築することと定義できる。 また、 読む対象も文字に限定されるわ

けではなく、 非言語情報も読むことの対象となる。 したがって、 読解とは「主に言語情報

から構成される連続テキストと非言語的情報を含む非連続テキス ト で表現されている内容

を、 頭の中で一貫した表象として再現すること」だと言える。

教授学習場面では、 読解だけが独立しているわけではなく、 説明を聞いたり自 ら説明し

たりすることを含む言語能力の一環としても位置付けることができる。 文字を読み上げる

とい う 碁本的なプ ロ セ スからスター ト し、 学習内容について一貫した表象を構築し、 それ

に基づいて考えるとい う 高次の学力へ、 言語を中心としてその教科の知識構築がなされて

いく。

読解を基礎とする言語能力は、 したがって、 様々な教科における学力の一部として、

また学力の基盤として位置付けることができる。 まず、 教科の内容について一貫した表

象を構築し、 それを説明することは、 その教科における学力の一部と位置付けられる。

例えば、 「音が伝わる仕組み」について、 一 貫した理解表 象を構築し、 説明できるよ う

になることは、 知識の側面だけでなく、 言語能力を反映させた学力だと捉えられるだろ

ぅ 。 学習内容によって構築するべき知識表象やその説明の仕方は異なるため 、 学力の一

部としての言語能力は「学習内容に固 有の言葉や意味を理 解し、 説明を構築すること」

に関わる。 種々の学力調査では、 読み取ったことを選択させたり、 学んだことから推論
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で き る 内 容 を 記述 さ せ た り す る 問 題が 出 題 さ れ て い る が、 こ れ は学力 の 一部 と し て の言語

能力 を 踏 ま え た学習成果 を 問 う て い る も のだ と 言 え よ う 。

ま た 、 言語能力 に は、 単元や教科 を 超 え て 、 学 力 の 基盤 と な る 役 割 も あ る 。 効 果 的 な 学

力 構築の た め に は、 適切 に 読 ん だ 内 容 を ま と め た り 、 他者 に 分か り や す く 伝 え た り 、 手順

を 順序 よ く ま と め た り す る こ と が必要 で あ る 。 こ う し た活動は、 特定 の学習 内容や教科 に

限定 さ れ る も の で は な く 、 様 々 な教科 の学習活動 の 一部 と な っ て い る 。 し た が っ て 、 学力

の 基盤 と し て の 言語能力 は 「知 識 を 身 に 付 け た り 、 一貫 し た知識表象 を 構築 す る た め の 活

動 を 実行 し た り す る こ と 」 に 関 わ る 能力だ と 言 え る だ ろ う 。

さ ら に 、 他者 と と も に 言語活動 に 取 り 組 む こ と は 、 個 人 の 学 力 の 基盤 と な る だ け で な

く 、 教 室 全体 の 学 力 の 基 盤 と し て 機能す る 点 も 重要で あ る 。 読ん だ こ と を 他者 に 説 明 し

た り 、 共有 し た 情報 を も と に 考 え た り す る こ と が、 個 人 の 理 解 を 深 め る だ け で な く 、 新

し い 考 え 方や ア イ デ ア が創 発 さ れ た り 、 共 同 体 と し て の 知 識 の 深 ま り を 生 み 出 し た り す

る こ と に も つ な が る か ら で あ る 。

本研究で は、 学力 と し て 、 ま た 学力 の基盤 と し て 読解 を 中心 と し た言語能力 の育成を ど

の よ う に 教授学習場面 に取 り 入れ る か、 言語能力 を 高 め る た め に どの よ う な指導が効果的

で あ る か と い う 課題 に 各校が取 り 組ん で き た。 以下で は、 大阪府教育委員会 と 山 口 県教育

委員会の取組を 取 り 上 げ、 そ れ ら が学力 と し て あ る い は学 力 の 基盤 と し て の 言語能力 育成

に どの よ う な成果 を 上 げ た か を 検討 し て い き た い。

2. 学力 向上の基盤 と し て の 「読解力」 育成に必要な取組

読解 に 注力 し た 大阪府教育委員会 と 山 口 県教育委員会の取組 に 共通 し て い る の は、 児童

生徒の認知 プ ロ セ ス を 中心 に 置 い た指導 を い か に 実践 し て い く か、 と い う 観点 で あ っ た。

児童生徒が読む プ ロ セ ス に お い て ど ん な 困 難を も っ て い る か、 ど う す れ ば そ れを 乗 り 越 え

ら れ る か と い う 課題意識 に 根 ざ し た取組か ら は、 お よ そ 以 下 の よ う な提案がな さ れ た と ま

と め る こ と がで き る 。

( 1) 明示的指導 ： 目 標 • お手本の提示 と 読み方の指導

◆要約

「よ く 読も う 」 と い っ た曖昧な指示ではな く 、 との よ う に読むか、 と こ に注目 す る かを

明示的 に指導す る こ と が読解に つ い て の指導の基本であ り 、 読み方を 明示す る こ と で読解

カの向上につながる。

読解 に つ い て の指導の基本 は 明 示 的指導 で あ る 。 児童生徒が察す る こ と を 要求す る の で

は な く 、 目 標や お手本 を 提示す る と 同 時 に 、 読み方 を 明示 す る 必要があ る 。 読解指導 に 関

す る 教育心理学 の研究で は、 「読み方 を 教 え る こ と 」 の効果 と 重要性 を 示 す エ ビ デ ン ス が

蓄積 さ れて い る 。 「 よ く 読 も う 」 と 曖昧 な 指示 を す る の で は な く 、 ど の よ う に 読 む か、 ど

こ に 注 目 す る か を 明示 的 に 指導 し な く て は な ら な い。 し か し 、 どの よ う な読み方 を 教 え る

か、 ど の よ う に 教 え る か に 関 す る 実践的 ノ ウ ハ ウ が学校 に 蓄積 さ れて い る と は言 え な い の

が現状で あ る 。
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大阪府茨木市では、 読解の中でも基礎的な処理プロ セスに焦点化したアセスメ ン ト （リー デ

ィ ングスキルテスト）や多層指導モデル ( M I M) を活用して、 児童にとっての困難や、 児童が

獲得するべき読み方を分析してきた。 分析から、 教師の説明の在り方を見直すと同時に、 児童

が課題としている読み取りプロ セスに特化した言語活動をデザイ ンすることが授業改善の軸と

なっていた。 教師が明確な指示や説明をすることは、 正確に読むことが十分にできない児童の

内容理解を高めると同時に、 どのように説明するかを示すお手本としても機能したと考えられ

る。 実践に取り組んだ教師からは「
“

明確に説明しているつもり
”

から脱却する必要があった」

「ただ活動させるだけでなく焦点化するのが重要だった」という振り返りも聞かれた。 こうし

た活動が児童の効力感や学習に対する積極的な姿勢に繋がっていることが、 事例としても多く

見ることができた。

また、 同じく大阪府枚方市の中学校では、 情報を読み取る際の「チ ェックリスト」を生徒と

教師が共有する取組を行っていた。 チ ェックリス ト は、 生徒による自 己評価のためのツ ールと

して位置付けられていたが、 生徒にとっては良い読み方の例を示すものとしても有効に働いた

と考えられる。 また、 教師にもチ ェックリス ト の効果が見られ、 「指導目標の明確化を促進し

た」「 目標ベースで横断的な授業を実施するようになった」という振り返りが間かれた。 目標

と指導、 評価がチ ェックリストによって一本化されたことが、 本取組のポ イ ン ト となったと考

えられる。

( 2 ) 言語活動の中の読解

◆要約

山 口県教育委員会の取組で は、 授業の中の 「振 り 返 り 」 を軸として言語活動を実践する

こ とで、 読解に留 ま らない言語力全体に働 き かけてお り 、 大阪府摂津市の取組で は、 読解

を主体的な言語活動の中 に位置付ける こ とを試みている。

読解を中心とした言語活動に注力した取 組も見られた。 読解は常に活動の起点ではな

く、 伝えるために読む、 書くために読むという機会も考えられる。 山 口 県教育委員会で

は、 授業の中の「振り返り」を軸として言語活動を実践することで、 読解に留まらない

言語力全体に働きかけようとしていた。 授業後の振り返りは多くの学校で実践されてい

るが、 形骸化して そ の機能を十分に発揮できていないことも多い。 実践校では、 様々な

学習内容・教科において、 授業の中で考えたこと学んだことを言語化する場面を十分に

設定すること、 書く時間を確保し、 まずは書くことが当たり前の活動となるようにする

こと、 そ の上で視点の提示や良い振り返りを共有することなどを通して、 内容を改善し

ていくという段階的な指導を実施していた。

さらに、 読解を主体的な言語活動の中に位置付けようとした取 組が、 大阪府摂津市の

「魅力ある言語活動」の実践である。 「なぜ読むのか」「伝えるには何が必要か」とい

った観点から、 子供の読みたいという気持ちを育てようとする点が特徴である。 「 自 ら

学ぶ」ことを子供に丸投げするのではなく、 主体性を発揮できる環境を作っている点は

本取 組の重要な工夫と言えるだろう。 また、 この取 組を通して、 「読んだ結果を丁寧に

子供に教える」という発想から、 子供たち自 身が読み解いていくという子供中心の考え

方に教師が変 わっていったことも重要な成果であったと言える。 教師の振り返りでは、

ベテラ ン 教師が「これでよいのか」と戸惑ったり悩んだりしながらも、 教材を中心とし

た教材研究から子供の思考を想 定した読みの指導へと教材研究の在り方が変化していっ

たことも報告されていた。
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3 . 読解を中心とした言語能力育成の重要性と可能性
◆要約

児童の読む力のアセ スメ ン ト を通 じ て言葉の使用を見直し、 お手本となるよ う な教師の説
明を意図的に示す こ とが、 言語能力を通 じ て学力を高める取組として有効である。 また、 学
校全体として読む こ とを重視した一貫した指導を実践する こ とが、 学力の基盤としての言語
能力を高めるためには重要である。

以上述べ てきたように、 本事業の取組では、 学力 として、 また学力 の基盤としての言語
能力を向 上させ る上で成果を 上げてきたように思われる。 従来、 読解力育成 の ための取組
は国語科を中心として実践 するもの という意識が強か ったように思われるが、 様々な教科
におい て読解に 注 目した実践が行われたことは、 学力 の基盤としての言語 能力を考 える上
で重要である。 例 えば、 大阪府茨木市の小学校では、 算数の授業の中で、 教科書に基づい
て 定 義を 説 明したり、 問 題を 解決 するプ ロ セ スを 説 明したり する活動が行われてい た。
様々な教科の学習 内 容に 固有の言葉や説明の仕方を学 ぶことは、 学力 としての言語 能力を
高めるために 必要である。 またその際に、 いきなり児童に 「や って みなさい」 というので
はなく、 説明の前提となる定 義や 図の読み取り方を 明 示的 に指導 することが、 実践を支え
る足場かけ として有用であった。 学力 の 基盤としての言語 能力 に 目 を向け ると、 児童の読
む力 の ア セ ス メ ン ト を 通 じ て、 教師の説明や学校生活全 般での言葉の使用を丁寧に 見 直 す
こと、 お手 本となるような教師の説明を 意 図的に示 すことが、 言語 能力を通 じ て学力を高
める取組として有効であったと考 え ら れる。

また、 教師が児童生徒の読解の プ ロ セ スに 焦 点を当てる意識をもつことや、 その意識が
学校全 体で共有されることを通 じ て、 指導 に 一貫性や持続性が生まれたことの重要性も指
摘したい。 特 定 の教師の特別 な授業としてではなく、 学校全 体として読む ことを 重視した
一貫した指導を 実践 することが、 学力 の基盤としての言語 能力を高めるためには重要であ
ろう。

大阪府・ 山 口 県の 両 取組におい て、 ア セ ス メ ン トが有 効に 用 い ら れたことも評価した
い。 ただし、 多くの ア セ ス メ ン ト を 実施 することには慎重であるべきである。 ア セ ス メ ン
ト はその後の指導 の ための診断的 評価として有用であるが、 測 ることが目的化してしまい

や すい。 ア セ ス メ ン ト の数値を 上げることではなく、 ア セ ス メ ン ト か ら示される子供の学
習 プ ロ セ スの特徴や、 そこから生 じ うる課題を 考 え、 よりよい指導を 計 画 することを 目 指
すべきだ ろう。 その ためには、 どのよう な ア セ ス メ ン トがなぜ必要か、 その 結果は どのよ
うに指導 に生かされるかを検討したア セ ス メ ン ト の 精選が必要であることを指摘し、 本稿
の 結 びとしたい。

（犬塚 美輪）
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恩 発達を踏 ま え思考 を 意識 し た学力 向上

1 . 発達を踏 ま え た学力向上

◆要約

三重大学教育学部 教授 守 田 庸一

児童生徒の発達を見定めて、 そ れを踏 ま え た学習指導を構想し実践する こ とを学力向上

の基盤として意識しておかなければいけない。

学力向上の基盤としてまず意識しておかなければいけないのは、 児童生徒の発達とそれ

に関する正確な認識である。 児童生徒の発達を見定めて、 それを踏まえた学習指導を構想

し実践することが望まれる。

今 日 の国語科教育には、 発達を踏まえた実践や研究のさらなる充実が期待されている。

例えば書くことについて、 前々から「 9 歳の壁」が指摘されている。 それに留意した指導

を行 う ことで、 児童の実態に即した学力向上が可能となる。 あるいは話すこと・聞くこと

に関しても、 中学校において人間関係を調整しながら話合いが行われている実態などを踏

まえるならば、 児童生徒は発達上の何の困難もなく学力を得ていくわけではない。 学習指

導の前提となっている発達観を改めて確認するとともに、 それに基づいた コ ンピ テンシ
ー・ベースの学力向上の立案が必要となろう 。

読むことの発達についても、 これまでにも様々な実践と研究が積み重ねられている。 児

童生徒の読む行為は、 当然のことながら小学校・中学校・高等学校を通じて同様ではない

し、 小学校でも低学年と商学年では異なったものとなる。 育むべき学力を明らかにするこ

とと合わせて、 発達に関する見方を定かにしておく必要があろう 。 例えば、 文学的な文章

を読むことの発達において、 幼児期から小学校低学年にかけての児童は、 物語世界に参入

するなどして楽しむ読み方をする。 その過程で、 児童は自 らを登場人物に仮託してその心

情を経験する。 この場合、 物語内容の抽 象化あるいは一般化は発達に即したものになりに

くい。 その一方で、 小学校高学年から中学校にかけては、 物語の内容を普遍化することな

とを通して、 人間や社会に対して眼差しを向けることもある。 また、 説明的な文章の理解

は文学的な文章の理解よりも遅れて発達すると言われている。 各文の 情報量が多い説明的

な文章を読む際には、 文学的な文章を読むとき以上に、 述べられている内容等を正確に理

解し、 それをもとに推論を働かせながら読むことが求められる。 こ う した児童生徒の発達

等を踏まえることで、 学習指導要領の各学年における内容を正確に捉えた学習の実現と充

実がもたらされる。 なお、 教科書掲 載の単 元についてその授業を具体的に考案する際に

も、 その時々の児童生徒の実態を把握するだけでなく、 発達を踏まえて学習指導に系統性

をもたせることが必要である。
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2 . 思考を意識した学力向上
◆要約

言語能力を育てるためには、 言語活動と思考との関連にも留意する必要がある。 論理的
思考力の育成を視野に入れて国語科における指導を行 う こ とは、 情報活用能力の育成にも
つながり得る。

学力向 上の基盤を形成 するための取組におい ては、 1 ．で述べ たように児童生徒の発 達を
踏まえる こ とが肝要であ ろう。 こ れに 加 え て、 言語 能力を育てるためには、 言語活動と思
考 との関連にも留意して、 考 える こ とや話 す こ と・聞 く こ と、 書く こ と、 読む こ との充実
に 結 び付く取組が望まれる。 例 えば、 先 に記した物語 内 容の抽象化あるいは一般化を 図 る
ためには、 児童生徒の具体か ら抽象に向 かう思考が不可欠である。 一方で、 登 場人 物の心
情を考 えようと するとき、 記号としての言葉の具体を補う必要があり、 こ れには抽 象 か ら
具体に向 かう思考が求めら れる。

授業支援ク ラ ウ ドの普及に伴って、 いわゆるシンキングツ ールが活用 さ れるこ とも増えた。 シン
キングツ ールは、 各自の思考を可視化するこ とで、 お互いの考えを示し合いながら対話する言語活
動を促す。 こうした今日における学びの在り方について考える上でも、 言語活動と思考との関連に
留意すべきである。 また、 『小学校学習指導要領（平成29年告示） 』 『中学校学習指導要領（平成
29年告示） 』 『高等学校学習指導要領（平成30年告示） 』 （以下、 学習指導要領） に示さ れている
「情報の扱い方に関する事項」 や、 3 領域の指導事項（例えば、 「ア 段落相互の関係に着目しな
がら、 考えとそれを支える理由や事例との関係な どについて、 叙述を基に捉えるこ と」 （第 1 節
国語 • 第 2 各学年の 目 標及び内容・ 〔第 3 学年及び第 4 学年〕 ・2 内容・ 〔思考力、 判断力、 表
現力等〕 • C 読む こ と） ） に掲げられている「関係」 を扱う上では、 事象間の関係を辿 っ たり創
り出したりする児童生徒の論理的思考が欠かせない。 さ らには、 『学習の基盤となる資質・能力と
しての情報活用能力の育成 体系表例とカリキ ュ ラム ・ マネジメ ン ト モデルの活用』 （文部科学省
ウ ェ ブサ イ ト 皿ps:I/www.mext.g匈p/content/20201002-mxt jQgaiOl-100003163 1．因fを参照） に掲
げられている「情報活用能力の体系表例」 では、 情報活用能力育成のための学習内容として「情報
収集、 整理、 分析、 表現、 発信の理解」 が取り上げられているが、 こ れは、 学習指導要領の国語科
における「情報の扱い方に関する事項J とも親和性が高いものである。 論理的思考
カの育成を視野に入れて「情報の扱い方に関する事項」 における「関係」 を扱う こ
とは、 国語科という枠組みを超えた情報活用能力の育成につながると捉えるこ とも
できる。

3 . 学力向上のための基盤づくりに資する取組
◆要約

『学習の基盤となる資質 ・ 能力 と しての
情報活用能力の育成 ～体系表例と
カ リ キ ュ ラム ・ マネジメン トモデルの活用』

愛媛大学と佐賀大学の調査研究における 「概念型読解」 「アカデミ ック・ライティ ン グ」 の
取組は、 「読解」 と 「表現」 を関係付け 「思考」 を促すものとして有効である。

愛媛大学の調査研究で提案さ れた「概念型読解」 は、 「説明文や論説文に含まれる事実や出来
事から、 一般化可能な命題を抽出する読解の過程」 と定義さ れている。 こ うした定義にも現 れて
いるように、 この読解は説明的な文章に対して行われるものであり、 事象等の一般化あるいは抽
象化を志向 する言語活動や思考を促すものであると言えよう。 この「概念型読解」 は、 『小学校
学習指導要領（平成29年告示） 』 における説明的な文章を対象とした「ウ 目的を意識して、 中
心となる語や文を見付け て要約するこ と」 （同上） や、 「ア 事実と感想、 意見などとの関係を

https://www.mext.go.jp/content/20201002-mxt_jogai01-100003163_1.pdf
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叙述を基に押さえ、 文章全体の構成を捉えて要旨を把オ屋すること」（同上 〔第 5 学年及び第 6 学

年〕 • C 読むこと）に関わるものとして位置付けられる。

国語科では説明的な文章の要約や要旨把握の指導が行われてきたが、 実際の授業においてはそ

れが言語の形式的操作に留まることも多かった。 「概念型読解」は、 そうした操作に留まらな

い、 「具体一抽象」の思考を伴う読解をもたらすものである。

また、 書くことについては、 その発達を示した研究において、 児童が詳しく述べたり省略して

述べたりすること（精叙・略叙）を最初からできるわけではなく、 精叙・略叙が10歳頃の文章か

ら現れることが指摘されている。 精叙・略叙が可能となる児童の成長に合わせて、 『小学校学習

指導要領（平成29年告示）』 においても「ウ 目的や意図に応じて簡単に書いたり詳しく書いた

りするとともに、 事実と感想、 意見とを区別して書いたりするなど、 自分の考えが伝わるように

書き表し方を工夫すること」（同上 〔第 5 学年及び第 6 学年〕 • B 書くこと）が求められてい

る。 精叙・略叙を実行するためには「具体一抽象」の思考が必要である。 仮説的にではあるが、

「概念型読解」の学習に伴う記述活動は、 「具体一抽象」の思考を媒介として、 書くことの学び

にも結び付くと考えられる。

佐賀大学の調査研究は、 「アカデミック・ライティ ング」の指導を中心とした取組が行われ、

そこでは言語能力が 「読解力」「創造的思考力」 「他者とのコ ミ ュ ニ ケ ーシ ョ ン」の 3 観点で整

理されている。 このうち 「読解力」に関しては、 上に述べたように読むこと（読解）は書くこと

にも関連すると考えられる。 書くことの過程において、 文章の展開や構造に関する知識は重要な

役割を担う。 その知識は、 説明的な文章を読むことなどを通じて得られるものである。 佐賀大学

の調査研究における 「 アカデ ミ ック ・ライ ティ ング」の指導は、 「①課題の設定、 ② 情報の収

集、 ③整理・分析、 ④まとめ・表現」といった探究的な学習過程を経ることができるよう総合的

な学習の時間等を中心に行われている。 こうした学習過程の中で読解活動が生かされており、 そ

れが表現活動にも生きている。

「アカデミック ・ ライティ ング」の取組では「創造的思考力」が観点の一つとして挙げられて

おり、 「③整理・分析」において 「思考ツ ール」も用いられている。 そしてそれを踏まえて「④

まとめ ・ 表現」が行われている。 この③ ・ ④は、 2 ．で言及した各自の思考を可視化した上での対

話の過程に通じるものとして捉えられよう。 また、 学習指導要領の国語科においては、 その叙述

において 「相手」という文言が頻出する。 このことからも示唆されるように、 言語活動は他者と

の関係において成り立つ。 「アカデミック ・ ライティ ング」の取組では「他者とのコ ミ ュ ニ ケー

シ ョ ン」も観点として挙げられている。 「 コ ミ ュ ニ ケーシ ョ ン」という他者との関係が前提とな

って「ライティ ング」という言語活動が生まれ、 そこには読解力や思考力が関与している。 上掲

の「アカデミック ・ ライティ ング」の過程は、 学習指導要領における書くことの領域の学習過程

に通底するものであり、 「アカデミック・ライ ティ ング」は学習指導要領が示す書くことの指導

事項と連携あるいは連動するものとして見ることができる。 『小学校学習指導要領（平成29年告

示）』 には「 ア 相手や目的を意識して」（同上 〔第 3 学年及び第 4 学年〕 • B 書くこと）、

「ア 目的や意図に応じて」（同上 〔第 5 学年及び第 6 学年〕 • B 書くこと）等とある。 重要な

のは、 何を 「 目的」とするか、 またそれが児童にとって必然性のあるものとなっているかであ

る。 総合的な学習の時間等において、 探究の過程に合わせて言語活動を行うことは目的意識の醸

成に有効であり、 また「ラー ニングマップ」は学びの必然性を把握する点で有効であろう。
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2 ．に記 した思考の観点から愛媛大学 と佐賀大学の調査研究を捉えた と き 、 いずれも学力向上の基

盤づ く り に資する取組であ る と 言える。 「具体一抽象」 の思考や思考の可視化が求め ら れて い る 点

に、 その成果を端的に見いだせる。 これら の取組に 1 ． に記 し た発達の視点がよ り 明確に加わる こ と

で、 その効果は高 ま るであろ う 。 「概念型読解」 と 「アカデミ ッ ク ・ ラ イ テ ィ ング」 は、 単なる学

習指導の方法ではな く 、 「読解」 「表現」 を 関係付ける と と も に、 「思考」 を促すも のである。 こ

の点において二つの取組は有効であ り 、 こ う した関係性に留意 し た今後の取組が期待さ れる。

（守田 庸ー）



 「チーム学年経営」の組織的・効果的な学年経営による人材育成と学力向上 
１．研究課題と調査・取組内容 
（１）具体的な研究課題 
小学校では、通常、学年主任は学級担任を兼任しており、学年全体のマネジメントを行うことが 

難しい場合がある。そこで、本市では小学校において学級を持たない学年主任等をチーム・マネジ
ャーとして配置し、教科分担制を導入する「チーム学年経営」を推進しており、組織的・効果的な
学年経営を強化している。 
本研究では、チーム学年経営の取組が児童の心の安定、教職員の働き方にどのような効果があり、

さらには、児童の学力向上*に資するのかを検証した。 

（２）研究課題に基づいて実施した調査・取組内容 
【取組内容①】教科分担制の導入 
学年内の教師が複数の教科等を分担して 

指導するので、教科を絞って教材研究する 
ことができ、教師の専門性が高まる。特に 
系統性が強い教科の授業の質的向上が図ら 
れる。児童にとっては日常的に複数の教師 
との関わりが生まれ、相談できる教師が増 
えることによって、心の安定が図られると 
ともに、学びに安心して取り組むことがで 
き、学力向上につながる。 
教科分担の例（５年生 週 28コマの場合） 

教師の役割 担当教科 およその週コマ数 
チーム・マネジャー 算数 15 
１組担任 家庭科・書写 19.5（うち９は分担教科） 
２組担任 体育科 19.5（うち９は分担教科） 
３組担任 理科 19.5（うち９は分担教科） 
外国語科専科 外国語科 ６＋他学年 
音楽科専科 音楽科 4.5＋他学年 

＊ここでいう学力とは横浜市学力・学習状況調査における、学習の理解や習熟の状況を表す。 
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【取組内容②】チーム・マネジャーの創出 
小学校高学年に学級を持たない「チーム ・マネジャー」（TM）を設置し、学年経営のリーダー

として組織を整える。「チーム・マネジャー」は意図的・計画的に学年をマネジメントし、週の時
間割作成、年度途中での分担教科の変更、少人数指導やチーム・ティーチングなど臨機応変な指
導体制への対応等を行うとともに、経験年数の浅い教師への指導助言を行う。 

＜チーム・マネジャーの職務（例）＞ 
・経験年数の浅い教師の人材育成
・分担する教科等の調整（教科等の組み合わせ、年度途中の柔軟な変更）
・少人数指導、チーム・ティーチングなど臨機応変な指導体制への対応
・学年研の企画・運営（教材研究、児童指導）
・休暇取得等の調整
・毎週の時間割の調整

＜チーム学年経営に取り組んだ学年＞

 （全 188校） 
【取組内容③】非常勤講師の配置 
校内に「チーム・マネジャー」を生み出し、教科分担制を進めるために、取組実施校には非常

勤講師を１名配置する。（加配した非常勤講師がそのままチーム・マネジャーとなるわけではな
く、チーム・マネジャーは校内から正規教員を指名する。その後補充として、非常勤講師を活用
する。） 

＜取組実施校 188 校による教科分担の具体＞ 
令和 4年度 

（単位：校） 
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前項の表は令和４年度の各校の教科分担の状況である。この表を見ると、週時数が同じで時間割
を組みやすいことから理科、社会が多いことが分かる。さらに、家庭科、音楽、図工、体育といっ
た技能教科も教科分担として多いのは、授業の準備や教材研究の負担軽減につながるからだと考え
られる。また、優先教科として設定した外国語科も多いことが分かる。 

２．効果検証内容・結果 
（１）アンケート調査より（令和４年 11月実施 推進校アンケート） 
■児童の学校生活に関するアンケート

【児童アンケート】「学級担任の先生と学習するのは楽しい」の項目で「そう思う」「ややそう思う」
と答えた児童は 91％で、「学年のほかの先生方と学習するのは楽しい」の項目では 90％だった。教
科分担により、担当教師が変わることに対しては、児童は概ね違和感なく受け入れていることと考
えられる。 

■教師の肯定的な回答の割合
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【教師アンケート】「担任外の同学年の児童との関わり」、「教材研究の効率化」や「授業についての

事前の構想、プラン」「児童の興味・関心を生かした授業」について肯定的な割合が増えていること

から、チーム学年経営の取組は児童理解及び授業の質の向上につながっていると考えられる。 

（２）IRT 型横浜市学力・学習状況調査より 

 本市で実施している横浜市学力・学習状況調査に IRT（項目反応理論）を導入し、令和３年度に一

部の学校で予備調査を、令和４年度から市立小中学校全校で実施した。その結果、高学年算数科の

専科指導を行った学校では、令和３年度に市平均を下回る学校においても学力に着実な伸びが見ら

れた。今後は、経年で学力の変化を見ることができるため、チーム学年経営の取組実施校でどのよ

うに学力が伸びているのかを継続して検証していく。 

３．考察（指標に関するデータの分析結果、本調査研究における取組の有効性等） 

（１）一部教科分担制の効果 

  ①担当する教科が絞られることで、教師の指導力向上につながる。 

  ②他クラスの児童の学習や生活の状況を知ることができ、児童理解につながる。 

  ③教師同士のコミュニケーションの機会が増える。 

  ④多くの教師が担当することで、児童の心の安定につながる。 

（２）チーム・マネジャーの効果 

  ①チーム・マネジャーの関わりによって人材育成につながる。 

  ②学年の組織力向上につながる。 

４．研究成果 

小学校高学年に教科分担制を導入するとともに、学級を持たずに当該学年をカリキュラム・コー

ディネートする「チーム・マネジャー」という新しい仕組みを導入することによって、学力向上の

基盤となる「児童の心の安定」と「教師の働き方と人材育成」の実現を図った。教科分担している

複数の教師との関わりによって、児童が安心して学習に臨める環境が生まれるとともに、「チーム・ 

マネジャー」のマネジメントによって、学年の組織力向上と教師の人材育成が図られ、学力向上につ

ながる一定の成果が表れている。 
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１．研究課題と調査・取組内容 
（１）具体的な研究課題 
主体的・対話的で深い学びの視点による授業改善が求められている。学習者の視点から学

習を捉え直すに当たって、家庭学習の在り方、内容、方法を見直し、児童が自分事として家
庭学習を捉え、主体者として取り組むことができるようにすることが重要である。 

（２）研究課題に基づいて実施した調査・取組内容 
【取組内容①】家庭学習の内容の整理 
学習内容を大きく、日常の学習指導と連動した「授業課題」、児童一人一人の学習の習得状

況に応じた「個別課題」、個々の関心に基づいた「探究課題」に分類することで、ドリルや漢
字練習を作業的に行う宿題との違いを明確にした。さらに、子供自身が“与えられるもの”、
“こなすもの”として捉えることなく、家庭学習の意義を捉えることができるように、「家庭学
習のお弁当システム」として児童と共有し、家庭学習の捉え直しを行った。家庭学習の「は
たらき」として、学習内容を分類することで、効果を意識して、計画を立てることができる
ようにする。また、サイズと中身の２つの視点で、学習の量や内容を子供が自ら考え、選択・
決定することができるようにする。 
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【取組内容②】デジタルツールの活用 
高学年では、児童と教師が共有できるクラウド型の記録シートを活用し、自身の振り返りととも

に、教師からの個別の働きかけを行い、家庭学習への具体的なサポートを行った。また、中学年で
は、週ごとの目標と、具体的な学習内容を一目で見渡すことができるようにし、段階的に自分の学
習をコントロールする力を育成する。 
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１週間ごとに、週の時間割を参考にしながら自分の家庭学習計画を立案している。毎日の家庭学
習後、今日の振り返りの欄に学習についての振り返りを記入している。教師は、計画の内容から家
庭学習の状況を把握するとともに、教師からのコメントとして、取組を賞賛したり、助言を加えた
りしている。 

３年生はロイロノートを活用し、週ごとの目 
標と、具体的な学習内容を一目で見渡すことが 
できるようにした。学習内容については、子供 
自身が選択するものと、教師が提示するものと 
に分けて位置付けることで、児童の発達の段階 
に応じて、段階的に自分の学習をコントロール 
する力を育成することも意図した。 

《３年生児童の家庭学習記録シート》 
【取組内容③】対話を通して家庭学習について考える 

高学年児童は、家庭学習の意義について、自ら問いを立てて対話することで、自分にとっての
家庭学習の意味や価値、自分が家庭学習にどう取り組みたいかという構えを見つめ直す。 

【調査】調査等の実施 （ ）は対象 
・福津市標準学力調査（児童）総合質問紙調査（児童） ・アンケート調査（児童、教師）
・アンケートや調査結果等について、自校において分析。市内の学校へ発信し共有するとともに、
教育施策へと反映させる。

２．効果検証内容・結果 
（１）効果検証のための指標 

児童アンケート 
No. 検証のための指標 実施主体 具体的な検証内容 

１ 
児童、教師へのアンケート
調査の結果 

福津市教育委員会 
（実践校） 

家庭学習を中心とした学習への取り
組み方に関する自己認識 

（２）効果検証の結果 

② ① 
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《教師が示す家庭学習の内容の変化》 
３．研究成果 
＜成果＞ 
〇一律一斉に課してきた家庭学習の内容を、児童の視点から整理し直したことで、家庭学習の意 
義を教師自身が捉え直し、これまで漫然と継続してきた「宿題」の在り方を見直すことにつ 
ながった。 

〇児童が自ら内容や量を選択し、当事者意識をもって家庭学習に取り組むことができるようにす 
るための仕組みとして「家庭学習のお弁当システム」を作成した。「お弁当システム」の運用 
により、児童が自分にあった内容や量を選択することが習慣化してきた。それによって、家庭 
学習に対する当事者意識、有用感が高まるとともに、児童の創意工夫が生かされた多様な学習 
が見られるようになってきた。 

〇Googleスプレッドシート、ロイロノートなどを活用し、クラウド上で、児童による家庭学習の 
計画と振り返り、教師による指導や支援を行うことで、より個に応じた柔軟な家庭学習の運用 
を図ることができた。 

＜課題＞ 
●家庭学習を見直し、取組を進める上で、児童の家庭学習観の転換は取組とともに進んでいった
と感じる。主体的に家庭学習に取り組むことができる児童が増えることで、家庭学習において
指導や支援を必要としている児童が焦点化されてきた。一方で、教師や保護者の家庭学習に対
する既有の捉え方を転換することの困難さが課題となった。「家庭学習は家庭学習、授業は
授業」、「家庭学習は『繰り返しの補充学習』」「みんな同じようにやらせなければ不公平」
という認識を拭いきれないところがあるのも事実である。学校での学習指導（授業）と家庭学
習を、子供にとっては一連の学習として捉え直させ、授業と家庭学習とのつながりを一層明
確にする。このようにすることで、児童の視点から学習指導（授業）を捉え直し、「授業観」の
転換を図っていきたい。

③ ④ 

①②③：R4 年度調査（同一集団）

④全国学力・学習状況調査児童質問紙比較（別集団）
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１．研究課題と調査・取組内容 
（１）具体的な研究課題 
大阪府全体では、基礎的・基本的な言葉等の知識・理解や書かれたことを理解し、論理的に自分

の考えを書くことなど言語能力についての課題が挙げられる。しかし、府内の市町村や各学校には、
地域の特性や学校規模の違い、貧困等、様々な生活背景のある子供たちがおり、各地域において学
力課題、生活の状況は様々である。より一人一人の課題・地域の状況に正対し焦点化された取組が
必要であるため、市町村の規模や取組の違う３市を設定し、言語能力等の育成のための取組の効果
検証を進め、大阪府域に普及・発信する。 

（２）研究課題に基づいて実施した調査・取組内容 
【茨木市の取組】リーディングスキルテストの観点等を意識した授業改善 
・市内３小学校を事業実施校に指定し、リーディングスキルテストや MIM（多層指導モデル）を実
施。その結果から、全体の傾向をつかむとともに、一人一人の児童の状況を丁寧に把握した。ま
た、教師は授業を通してリーディングスキルの視点を意識して児童を見取り、読み解く力の課題
を具体的に把握するよう意識を高めた。その状況把握に基づき、各教科の学習において、課題の
見られる観点の力を伸ばすことができる言語活動等を設定し、授業改善を図った。

≪取組例≫算数の図表について、自分の言葉で説明する取組 
・算数において、図表などを用いた説明を、ノートに考えを
記載し、ペアでの交流や ICT を活用し全体交流を行った。

・単元を通して、図を自分でかく→説明するという活動を繰
り返し、丁寧なフィードバックを行った。図について自分
の考えを説明する文章を書く活動において、他者の文章も
参照しながら、論理立てて説明できる児童が増えた。

リーディングスキルの六つの観点
係り受け ・・・ 文の基本構造（主語・述語・目的語など）を把握する力（基礎）
照応解決 ・・・ 指示代名詞が指すものや省略された主語や目的語を把握する力
同義文判定  ・・・ ２文の意味が同一であるかどうかを正しく判定する力
推論  ・・・ 小学６年生までに学校で習う基本的知識と日常生活から得られる常識を

動員して文の意味を理解する力 
イメージ同定・・・ 図やグラフの示す内容を読み解き、言語化を図る能力
具体例同定 ・・・ 言葉の定義を読んでそれと合致する具体例を認識する能力
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【摂津市の取組】魅力ある言語活動の充実 
・一つの小学校を事業実施校とし、学習指導要領に基づく授業改善を行うため、子供たちが「読み
たい」「伝えたい」と意欲的・主体的に取り組むことを意識した「魅力ある言語活動」を取り入れ
た授業づくりに取り組んだ。また並行読書（つながりに気付く読書活動）や目的意識をもった対話
の相手を選定する交流を行うことで、子供たちの読みの解釈を広げ、子供一人一人の言語能力の向
上を図った。

≪取組例≫ 
・子供たちの「読みたい」「書きたい」
「伝えたい」などの意欲を引き出す手
立てを工夫し、学習指導要領の指導事
項の重点に迫る授業設計を考えてきた。
子供の意欲を引き出し、読み解く力を
高めるため、子供にとって学ぶ必然性
のある場面設定かどうかを教師間でも
確認しながら、授業づくりを進めた。

・特に言語活動の場面については、設定した言語活動に教師自身が取り組むことで、その内容を検
討し、「指導事項に迫ることはできるか」「さらに必要な手立てはないか」を検討した。

・教師が事前に取り組み、討論の様子のモデル映像など、子供たちのモデルとなるものを作成し、
子供たちの支援に活用した。

【枚方市の取組】タブレットを効果的に活用し、言語能力・情報活用能力を育む授業づくり 
・「教科の壁」を越え、教師の確かな授業力のもと、必要に応じたタブレット端末の活用を通して情
報を収集することや、自分自身の考えをまとめること、まとめた内容を伝えるといった学習活動
に取り組んだ。 

≪取組例≫ 
・18 項目からなる「言語能力の育成の指標【教師版】」の作成や、17項目からなる「言語能力のチ
ェックリスト【生徒版】」の活用、授業の中でどのような言語活動を行っているか自覚できること
などを通して、生徒の言語活動に対するメタ認知を促すことや、生徒の言語能力の定着の状況を
教師が客観的に判断することができる取組を進めた。

POPカードのモデル作品 

（著者）〇〇〇〇〇 
（出版社）〇〇〇〇〇
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２．効果検証内容・結果 
（１）各市の効果検証のための指標と結果 
【茨木市】 
１．グローイングチェック（読み取りを重視した評価問題）の正答率（実施校と非実施校の比較） 
→6年生（事業実施校の平均）48.6％ （実施校以外の平均）43.8％ 差 4.8％
特に「推薦文を読んで薦める理由を書く」問題で、顕著な差が見られた。（実施校と実施校以外
の平均正答率の差 11.6％）

２．読解力に関するアンケート調査（事業実施校同一集団の経年変化・５年生 12月~６年生 12月） 
→「授業中、ノートやプリントに自分の考えを書く場面がある」

 63.7％ → 73.9％ 
「教科書の文章を読むときに、内容を理解（イメージ）しながら、読んでいますか」 

42.7％ → 52.2％ 

【摂津市】 
１．６年生 業者実施の標準学力調査「知識・技能」「思考力・判断力・表現力」の正答率 

領域 「知識・技能」 「思考力・判断力・表現力」 
学校 全国 全国比 学校 全国 全国比 

事業実施校 66.9 64.4 1.04 62.9 56.8 1.11 
比較対象校 65.3 64.4 1.01 62.7 56.8 1.10 

２．児童へのアンケート調査 （事業実施校１年生～６年生・令和４年度１・２学期） 
「授業中、自分の考えをほかの人に伝えることができている」 

【枚方市】 
１．大阪府中学生チャレンジテスト（府独自テスト）の記述式解答の正答率対府比 

（同一集団 3 年間の対府平均） 
年度・学年 実施校 実施校以外 

令和２年度・１年生 1.12 1.02 
令和４年度・３年生 1.20 1.04 
令和２年度→４年度 経年変化 +0.08 +0.02
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２．生徒アンケート（事業実施校とその他の中学校の平均との比較） 
「iPad を使うことで、友達の考えや意見を聞いて自分の考えを深めることができていますか」 

（２）成果と課題 
 大阪府としては、各市での取組について、その成果や課題を広く府域に伝えるため、令和５年２
月に、「学力向上のための基盤づくり調査研究事業フォーラム」を開催した。各市の２年間の取組報
告に加え、事業実施校の担当教師へのインタビュー、本事業アドバイザーによる２年間の成果のま
とめを含む講演を行った。参加者は当日のオンライン参加と後日の動画視聴を含め 452 名の参加が
あった。府教育庁主催の他のフォーラムに比べ参加者数も多く、取組を広く普及・発信することが
できたとともに、府内の教師の学力向上への関心やその方策に対するニーズの高さを感じることが
できた。 
フォーラム後のアンケートにおいては、「フォーラムで学んだことを今後の授業改善に活かしたい

と思いますか」の質問に対し 98.7％、「フォーラムの内容を市町村や学校内の他の教職員等に広めた
いと思いますか」の質問に対し 97.4％の肯定的な回答を得た。参加した教師からさらに、各市の取
組が広がり、府域全体の学力向上につながることを期待している。 
 一方で、どの取組においても、「子供たちにどのような力をつけたいか」というゴールを明確にし
ながら、取組の目的や意味を理解しながら進めることが必要不可欠であるが、その取組が過多にな
らないよう配慮する必要がある。また、各取組や、子供たちの状況把握について、その目的や方法、
理論、効果など、教師全体が正しく理解した上で、精選しながら取り組むことの難しさもあった。
いかに効果的・効率的に取り組むかについては、今後も考えていく必要がある。 

３．研究成果 
各市の取組の成果から、言語能力等の育成のためには、次の４点が重要であることが分かった。 
・学校全体として、育成を目指す学力や授業像を取組のねらいについて共通理解すること。
・調査等を活用し、児童生徒の実態を精緻に見取り、把握すること。
・汎用的な取組とするためには、学習指導要領の指導事項に基づいた授業改善を推進すること。
・「何のためにこの取組をするのか」というねらいを教師だけでなく、児童生徒にも共有すること。 
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１．研究課題と調査・取組内容 
（１）具体的な研究課題 
学びの基盤となる読解力などの言語能力や情報活用能力を育成するため、全学年において一人

一台端末を用いた指導方法を開発するとともに、コミュニティ・スクールを核として学習を深め
る体制を導入し、その効果を検証する。 

（２）研究課題に基づいて実施した調査・取組内容 
【取組内容①】読解力向上を軸としたカリキュラム・マネジメント 
・読解力などの言語能力や情報活用能力
を育成するプロジェクトチームを組織
し、学校のグランドデザイン作成を中
心に調査研究を推進する。その際、学
びの主体である児童自身が身に付けた
い資質・能力を把握し、自己の学びを
振り返り、成長を実感できるように、
児童版のグランドデザインを作成し
た。 

・高学年において教科担任制を実施し、
学級間格差を生むことなく、教科特有
の豊かな学びを創出できる組織マネジ
メントを推進した。

【取組内容②】読解力向上につながる 
ICTの効果的な活用 

・全学年において、一人一台端末を用い
て的確な情報収集・選択・分析を行う
系統的な学習課題の開発及び指導方法
を工夫した。一部の教師に実践が留ま
ったり、苦手な教師が抵抗感を示した
りすることのないよう、全ての教師が
関わる実践事例の共有の場を設定し
た。

・エビデンスとしてロイロノートを活用した振り返りを蓄積した。集めた振り返りから有効な事
例やエピソードを取り上げ、それらを手掛かりとした授業改善を行った。また、個人の振り返
りを全体共有する場面では、板書をタブレットに取り込んだり、板書を使って振り返りの説明
をしたりするなど、児童の豊かな言語活動を通して豊かな表現力が引き出せるよう工夫した。

・山口県学力定着状況確認問題が CBT方式で実施されたことを活用し、テスト実施後に、それぞ
れの間違いに応じたやり直しを一人一台端末上で実施した。
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【取組内容③】ＣＳを核とした体制構築と地域の連携力を生かした教育課程の編成 
・コミュニティ・スクール（ＣＳ）を核とした連携体制を生かし、学校運営協議会等において児
童が参加した熟議を実施することを通して、学校・地域・保護者そして児童が一体となって、
身に付けたい資質・能力を明確にし、グランドデザインに反映した。

・総合的な学習の時間において、地域人材や高校生等の支援の下、一人一台端末でロイロノート
を活用し、修学旅行や校外研修等で児童が収集・選択した情報や画像等を用いて、発表する取
組等を通して情報発信力を育成した。その際、デジタル・シティズンシップ教育の視点も取り
入れ、生徒指導部及び研修部が連携し、保護者や児童と合意形成しながら教育活動を進められ
るように、必要な情報を教職員に適宜提示した。

・児童が読書に親しむことを目的として、地域人材による読み聞かせや学校図書館司書と連携し
た児童の委員会活動を充実させた。

２．効果検証内容・結果 
（１）効果検証のための指標 

No. 指標 実施主体 実施時期 検証内容 

１ 
国立情報学研究所リーディン

グスキルテストの正答率 

国立 

情報学研究所 

令和３年７月 

令和４年 11 月 

「知識及び技能」 

「思考力・判断力・表現力等」 

２ 
山口県学力定着状況確認問題

の児童への質問紙調査 

山口県 

教育委員会 

令和３年 10 月 

令和４年 10 月 
「学びに向かう力、人間性等」 

３ 
全国学力・学習状況調査の正答

率 
文部科学省 令和４年４月 

「知識及び技能」 

「思考力・判断力・表現力等」 

４ 
山口県学力定着状況確認問題

の正答率 

山口県 

教育委員会 
令和４年 10 月 

「知識及び技能」 

「思考力・判断力・表現力等」 

５ 
意味のある有効な事例やエピ

ソード
取組実施校 

毎時間の授業と 

単元の締めくくり 

振り返りの内容から授業改善に

つなげる取組と成果の関係性 

（２）データ分析結果による考察 
＜成果＞ 
〇読解力向上に向けて、ICT を活用した授業づくりを推進したことで、全国学力・学習状況調
査児童質問紙「学習の中で PC・タブレットなどの ICT 機器を使うのは勉強に役立つと思い
ますか。」における肯定的評価が、令和３年度 94.5％、令和４年度 98.9％に上昇した。 
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〇教科担任制を生かした教科におけるデジタル特有の豊かな学びの実現とタイピング技能の向
上に伴って言語活動の充実を図った。 
例）算数科における振り返りの場面では、５～10分程度の振り返りの時間を確保し、自己の

学びを振り返って、必要に応じて板書や図表を画像として取り入れながらタイピングす
ることを基本とし、言語活動の充実を図った。 

〇コミュニティ・スクールを核とした教育課程の編成について、総合的な学習の時間等を充実
させ、一人一台端末を使った表現力を育成した。 
例）総合的な学習の時間を中心に、ICT を活用して学んだことを表現する場を設定し、地域の 

大人からのフィードバックを通して、児童の豊かな学びを価値付ける。 

＜課題＞ 
●リーディングスキルテスト（RST）結果分析によると、全ての領域において伸びが見られた一
方で、「同義文判定」（二つの文が同じ意味かどうかを判定する力）は比較対象校の伸びには
及ばなかった。

●読解力に係る今後の課題は、「同義文判定」の領域について、授業で扱う教材の中にある様々
な具体的な文例を焦点化した上で授業実践することである。取組実践校では、教師が児童の
読解力育成のポイントと手立てについて指導案に明記した上で授業改善を行ってきたが、こ
の手段が有効であったかを検証することも取り組むべき課題としている。

●読解力に着目して始まった調査研究であったが、進めていくうちに、デジタル特有の学びを
充実させていかなければ、一部の資質・能力だけを伸ばすことは極めて難しいことが分かっ
てきた。そこで、教科担任制の仕組みを十分に活用し、各教科等におけるデジタル特有の豊
かな学びを引き出すことに着眼し、授業改善に生かしたところ、教師だけでなく、児童が自
信をもって学習を改善していくようになっていった。

年度 令和３年度（１年目） 令和４年度（２年目） 

重点取組 読書活動の充実 振り返りの充実 

技能 「読むこと」インプット 「書くこと」アウトプット 

内容 
全校で週２回朝読書（読み聞かせ） 

読解力をテーマにした熟議 

デジタルコンテンツ 

家庭学習へのつながり 
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●情報活用能力等の育成の取組は充実してきたものの、本調査研究においては教育課程に適切
に位置付けることができなかった。先行実践の洗い出しは行ったものの、教職員に落とし込
むには複雑であったため、教師・保護者・児童用に翻訳する（簡易化する）必要があり、今後
の大きな課題の一つとなっている。

●情報活用能力を体系化することに課題があるのではなく、体系化されている情報活用能力を
教師・保護者・児童に落とし込むだけの手段をもっていないところに課題があり、今後の学
校マネジメントの課題と言える。

●研究を進める中で、実施校における学びを中学校区全体で共有する必要性を感じた。小中連
携の加配教師が動いてはいるものの学びの連続性を豊かにするには至っていない。

●学力向上推進協議会に中学校区の管理職等に参加していただいたが、小小連携や小中連携に
ついては課題が残ったままであり、今後の研究と研究体制のさらなる進化が必要である。

３．研究成果 
学力向上のための基盤として「読解力」に着目し、育てたい資質・能力の一つとしてカリキュラ

ムとグランドデザインに明確に位置付けることで、学校全体で組織的に育成する体制を整えること
ができた。さらに、ICT を活用した授業実践を積み重ね、振り返りに着目したデジタル特有の学びを
充実させながら、言語能力や情報活用能力の向上につなげることができた。また、児童主体の学校
運営を通して、児童が考えるプロジェクトを学校や地域の大人がサポートすることで実現できる体
制づくりにもつながった。

「やまぐちっ子学力向上だより」第 115 号 

R3.9.16 山口県教育庁義務教育課 
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１．研究課題と調査・取組内容 
（１）具体的な研究課題 
主体的・対話的で深い学びを実現するには、OECD の提案する「学びの羅針盤 2030」にあるよう

に、子供が教師らと共に地域課題を発見し、理解し、アクションを起こしていく「共同エージェン
シー」を発揮できる文脈を用意することが鍵にある。その一方で、私たちを取り巻く環境は、ます
ます高度化・複雑化している。地域課題を理解するにも、子供たちは多くの情報を様々なメディア
から入手し、統合的に理解する必要がある。文章に含まれる全ての言葉をあらかじめ理解した上で、
一文一文の精読を積み上げていくといったスタイルの読解では、限られた時間で多くのことを統合
的に理解することが難しい。
そこで本取組は、地域や社会の課題に主体的に取り組むための読解力を新しく定義し、その力量

を伸長するための授業方法を検討した。参考としたのが国際バカロレア校において最近広がりを見
せている「概念型のカリキュラムと指導」（以下 CBCI）とその派生の一つである「概念型探究」（以
下 CBI）である。CBCIや CBIは、理解しようとする事例を集め、その事例を分析・体系化し、学習
者が自分自身の言葉で一般化していく帰納的な学びを特徴としている。多くの情報を効果的に集約
することで深い理解がもたらされ、その理解を地域課題解決に向けたアクションへとつなげる可能
性を高めることができる。その学習プロセスを読解にも取り入れ、学習者が多くの事実を一般化す
ることができれば、探求的な学びをさらに後押しすることが可能になる。そこで本取組は、概念的
理解を中心に据えた読み方を「概念型読解」と名付け、次のように定義した。概念型読解とは、説
明文や論説文に含まれる事実や出来事から、一般化可能な命題を抽出する読解の過程。子供たちは
読解内容を具体的な場所や時間に限られた個別の事実として理解しがちである。下の図のように個
別の事実から抽象的な理解へと一般化を通してまとめることができれば、子供は多くの事実を無理
なく理解できるだろうと考えられる。 

（２）研究課題に基づいて実施した調査・取組内容 
【取組内容①】国際バカロレアに関する研究及び委員との検討 
 国際バカロレアについて調査するため、専門家からなる小委員会を立ち上げ、読解力の向上に役
立つ枠組みを検討した。その結果、現在の公立学校の教育課程を大きく変えない形で国際バカロレ
ア教育でも進められている教育のよさを取り入れるには、CBI が最適であることが分かった。関連
文献を収集・精読したり、オンラインコースを受講したりして理解を深めた。

農業にはエネルギーが必要 

様々な記事で得た事実 事実をまとめた抽象的理解 

温室で作物を育てるには石油が必要 

一般化 

作物にやる水を汲むには電気が必要 

肥料の輸入には石油が必要 
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【取組内容②】地域課題への取組と結び付けた読解力向上への探索的実践 
本取組では「愛媛大学放課後学習教室」「土曜学習」「えりむ児童クラブさくらんぼ」で、探索

的に実践を行い、探究活動と組み合わせた読解活動の在り方を検討した。ここでは小学生を対象
として実践した「愛媛大学放課後学習教室」を紹介する。本研究では「プラごみ激減プロジェク
ト」というコースを立ち上げ、５名（４年生３名、６年生２名）の小学生が毎週火曜の放課後に
キャンパスに集まって授業に参加した。
この教室では、プラごみのリデュース、リサイクル、リユースについてウェブ上の記事を通し

て学んだ。読解活動では、文章の詳細を読み込んでいくのではなく、文章の中心的なアイデアを
つかむための方略を学び、学んだ方略を活用するよう促した。初回のアセスメントでは、約２千
字程度の記事を児童が個別に読んだ。この記事は「一人が何かを言い出しても社会を変えること
は難しい一方、同じことでも三人が言い出すと何かを変える力になり得る」という趣旨のことを、
「三人、市⻁を成す」という故事成語を引き合いに出しながら紹介していた。この時、利用して
いたワークシートでは、下の表の見出しに示した(1)〜(3)の問いが示された。 

初回のアセスメントシート回答内容 
(1)文章を読むときにどんなこ
とに気をつければいいと思い
ますか。

(2)文章を読んでみましょ
う。どんなことが書いてあ
りましたか。

(3)書いた人はどんなこと
を伝えたいのでしょうか。
簡単にまとめましょう。

児童 A 
(4 年) 

大切なところをしっかり読む。 
みんなをまもりながらかん
きょうを大切にしていく。 

ぼくたちのくらしをまもり
たいという気持ちで書いて
いる。 

児童 B 
(4 年) 

大切なことがかいてあるから
ていねいに、読む。 

（記述なし） 
この文章を書いた人は、こ
の発言を広めたくて、書い
たんだと思います。 

児童 C 
(6 年) 

要点をまとめる。筆者の伝えた
いことを考える。分からないこ
と、知らないこと、言葉は調べ
る。 

地球温暖化や海洋汚染など
のことも、一人からどんど
ん広めていくことで、変わ
ってゆく。 

大きな問題も、小さな一歩
から始めていこうというこ
と。 

上の表(3)への回答より、児童 A・B は、筆者の主張内容ではなく、筆者の心情に焦点を合わせ
ていたことが分かる。この傾向は、国語科での指導において文章を構造的に読み取るよりも、筆
者や登場人物の心情に寄り添う活動が中心になっているからかもしれない。 
この最初のアセスメントの後、プラスチックごみのリデュース、リサイクル、リユースに関す

る様々な記事を、毎回１〜２点、第１回と同様の観点で文章を要約し、筆者が主に伝えたい点を
見つけて簡潔にまとめる授業を繰り返した。その後、次項の左図のような分割表に要点をまとめ
た。このような活動を重ねた後、次項の右図にある文章完成ワークシートに児童による一般化を
行った。当初この児童 A が書いたのは、長所や短所が多い少ないといった、概念的理解の中身が
含まれていない表面的な記述であった。その後、他の児童を含めた教室でのやりとりを通して、
これまでまとめた表を適切に反映した回答へと修正されていったことがワークシートから読み取
れる。 
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この取組によって、児童による読解の課題が明らかになった。今回参加した児童からは、筆者
などの心情を読み取ろうとする傾向が強く、一つの文章から筆者の主張を見出すことを苦手とす
ることや、複数の文章を通して言えることを要約する経験が不足していることが示された。現代
社会では情報が氾濫しており、多くの事実からその要点を抽象化させて理解することが必須であ
る。この活動を通して児童は大局的に文章を読み取るようになった印象を得たが、子供達が読解
を次々にしていくような自然な文脈を作ることができなかった。その点を補うべく、取組内容③
では児童個人が自分の問いをもつこと、そしてその問いへの答えを明らかにしようとしたときに
自由に効率的に図書やウェブ記事を探索できるような学習環境を用意することにした。 

【取組内容③】愛媛大学教育学部附属小学校での展開 
取組内容②における探索を通して得られたことを生かして、愛媛大学教育学部附属小学校での

調べ学習単元として研究授業を展開した。この取組では、社会科とそれに関連した総合的な学習
の時間で行われた二つの単元（稲作と自動車工業）で実施した。単元に共通して、下図のように
まず児童が自分の問いを明確にした。その問いへの答えが見付かりそうな資料をあらかじめ用意
した図書やウェブ資料集の中から探し、見付けた資料から読み取ったことを「まとめカード」に
まとめる活動を反復した。このカードへまとめることを通して、概念型読解の特徴である一般化
を児童が何度も繰り返して行うようにした。その後、自分の設定した問いに関係のあるまとめカ
ードを、他の児童が作成したものも含めて、何枚か選んでそれらを短いレポートにまとめた。 

 

三つの記事の要約をまとめるための表 児童 A が書き込んだ文章完成ワークシート 

探究的な学びを通した概念型読解の進め方 
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概念型読解を評価するためのルーブリック 
評価 説明 

問いに答えている 
抽象レベルの要約 

複数の事実を抽象的な言葉でまとめ、かつ自分の設定した問いの答え
になっている。 

問いに答えていない 
抽象レベルの要約 

複数の事実を抽象的な言葉でまとめているが、自分の設定した問いの
答えになっていない。 

事実レベルの要約 要約しているが、事実レベルにとどまる。 
要約していない 文章が長く、まとめていない。文章の全てが大事だと考えている。 

二つの単元で作成されたまとめカードを対象にして、上のルーブリックを用いて概念型読解の
獲得の程度を児童一人一人について評価した結果を集計したのが下の左図である。この図では、
概念型読解を取り入れた一つ目の単元では、抽象的要約を作成した児童の割合が 48％から 58％
に増加している。その一方、読解内容を羅列して要約をしていない児童は 10％から 0％に減少
した。これからのことから調べ学習を通して概念型読解の能力を高めることが可能であることが
示された。ただし、読解力の向上を支えた学習環境は、今回の単元で用意した概念型読解のみで
はない。下の右図に示すように、この学級では児童が自分の問いをもち、継続的な読み・書き・
話し合う活動が支援された。家庭でもロイロノートやMicrosoft Teams を活用して、継続的な言
語活動に参加する環境が確保されていた。これら環境全体が読解力の育成に寄与していると考え
られる。 

２．研究成果 
本取組では、多くの情報を統合的に扱うための読解力として概念型読解を新たに定義し、その

能力を育むための学びの在り方を放課後学習や児童クラブ、小学校の授業等を実践の場として探
索的に授業開発をしながら検討を進めた。 
取組の効果を検証するために愛媛大学教育学部附属小学校で行った研究授業では、児童が問い

をもち、その問いの答えを得るために効果的に図書やウェブ記事を探索できる環境を用意するこ
とで概念型読解の力量が高まることが示された。今回は探究的な学びを想定して概念型読解を検
討したが、今後さらに幅広い授業での活用が期待される。 
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読解力などの言語能力等育成のための取組 アカデミック・ライティングの指導を中心として 
１．研究課題と取組内容・多面的測定 
（１）具体的な研究課題 

言語能力の捉えと目指す姿、育成方法を明確化し、それらを基にする教科等の枠組みを超え、
アカデミック・ライティングの指導の取組を実施し、その効果を検証する。

（２）研究課題に基づいて実施した取組内容 
【取組内容①】各教科等における言語能力の育成方法の明確化 

各教科等で大切にしてきた言語能力を、「読解力」「創造的思考力」「他者とのコミュニケーシ
ョン」の３観点で整理した。その指導方法と指導過程を児童の姿を基に整理する。 

【取組内容②】言語能力を統合して解決する場の設定 
言語能力を統合して解決する場として「鯱 

っ子学習」を設定し、アカデミック・ライテ 
ィング指導を交えて実践を行う。アカデミッ 
ク・ライティング指導は、「①課題の設定、
②情報の収集、③整理・分析、④まとめ・表
現」という探究的な学習過程を経ることがで
きるよう、生活科及び総合的な学習の時間を
中心に行う。各学年の成果物の発表を下学年
に行い、相手意識をもつことで「④まとめ・
表現」段階における推敲に関する言語能力についても育成を図る。

【取組内容③】ラーニングマップを用いた指導 
各学年各教科等での学びと鯱っ子学習との関わりについて可 

視化できるよう図（ラーニングマップ）に整理し、アカデミッ 
ク・ライティング指導に生かす。図を活用することで、これま
で児童が学習してきた言語能力を発揮している姿を、教師が把
握できるようにする。さらに、児童自身が発揮した言語能力を
自覚できるようにしたり、言語能力を発揮するための参考にし
たりできるようにすることで、図がより汎用的なものとなり、更なる言語能力の育成を図る。

（３）言語能力育成状況の多面的測定 
検証のための指標 

１ 標準学力検査 CRT／目標基準準拠検査 ５ 保護者へのアンケート調査 
２ NINO認知能力検査 ６ 児童への聞き取り調査 
３ 読書力診断検査 ７ 公立学校教師へのアンケート調査 
４ 言語能力に関する検査①② 
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２．効果検証内容・結果 

【検証項目①②③】CRT、NINO、読書力診断検査に関わる分析 

「読解力」「創造的思考力」「他者とのコミュニケーション」の３観点から、CRT、NINO、読書力診

断検査を分析し、評価可能な問題について整理した。例えば下記の表は、令和３年６月、令和４年 11

月実施の読書力診断検査の追跡調査結果（伸び率）である。領域別正答率は、いずれも第３・５学年

が高く、第４・６学年が低い結果になっているが、これは本調査問題が低・中・高学年ごとに同じ内

容を用いており、第２・４・６学年時は全国正答率が高く、伸び率が低く示される傾向にあるためで

ある。このうち、「読解力」については、第３・５学年という問題が変わる学年における正答率の伸

びが他領域に比べて大きく、第４・６学年の正答率の伸びも他領域に比べて高い値を示していること

から、アカデミック・ライティング指導における成果と言えるだろう。 

全国偏差値 

伸び率 

領域別正答率の全国比 伸び率 

読字力 語彙力 文法力 読解力 

２→３年 1.02 1.10 1.01 0.91 1.09 

３→４年 1.01 0.82 0.93 0.98 0.96 

４→５年 1.04 1.05 1.09 1.08 1.21 

５→６年 0.99 0.86 0.92 0.92 0.97 

※伸び率：本校平均点と全国平均点から全国比を出し、２年分を比べた値。

【検証項目④】言語能力に関する検査①② 

言語能力に関する調査①は、目的や必要に応じて資料を選択し、考えを記述することができてい

るかという視点で作成した、国語科、社会科、算数科、理科の４教科に関する問題である。例えば下

記の表は、国語科における「読み取った情報を基に自分の考えを表現する力」に関わる問題の全校

平均点推移である。令和４年度をまたいで年々上がり続けており、｢創造的思考の側面｣及び｢他者と

のコミュニケーションの側面｣におけるアカデミック・ライティング指導の効果であると伺える。 

令和３年度６月 令和３年度２月 令和４年度６月 令和４年度 11 月 

54.8 点 59.3 点 60.8 点 64.7 点 

言語能力に関する調査②は、教科等横断的な言語能力を総合的に見る問題である。検査問題は、

情報を読み取る力、情報を比較し読み取る力の２点（input）を評価する問題と、読み取った情報を

基に自分の意見を表現する力、仮説を立てる力の２点（output）を評価する問題の構成となっている。

その中で、発達の段階に応じた言語能力の到達度目標として、｢読解力｣｢創造的思考｣｢他者とのコミ

ュニケーション｣の三つの側面から分析を行った。例えば下記の表は、令和４年度の第６学年の結果

である。「読解力」「創造的思考力」の向上はアカデミック・ライティング指導そのものの、「他者と

のコミュニケーション」は「鯱っ子学習」の、それぞれの効果との関連性があると考える。 

（単位：％） 

年度＼ 

問題 

読解力の側面を 

問う問題 

読解力の側面を 

問う問題 

創造的思考力の 

側面を問う問題 

他者とのコミュニケーションの 

側面を問う問題 

R

４ 

◎ 5.1→17.8 24.5→51.5 

〇 67.3→73.3 59.2→68.3 80.6→75.2 36.7→30.7 

△ 11.2→5.0 35.7→13.9 

× 32.7→26.7 40.8→31.7 2.0→2.0 3.0→4.0 
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【検証項目⑤】保護者へのアンケート結果 
言語能力育成、アカデミック・ライティング指導の

効果に絞ってアンケートを作成した。図は、令和４年
10 月に、児童が「鯱っ子学習」を保護者に発表した
際のアンケート結果である。この結果から、ほとんど
の児童が｢問い｣と｢答え｣を明確にした成果物を家庭
においても発表することができたことが窺える。 
記述回答を頂いた中に、｢個人研究であること｣や

｢研究テーマが児童主体｣であることに対する肯定的
な意見が多くあった。また、一人一台端末を活用して
成果物をまとめることについても、好意的な回答が得られた。一方で、成果物についてネット検索
による情報が多かった点や、聞き手が感じたことを生かして再整理する必要性の指摘もあった。 
これらの結果から、「創造的思考力」のうち、特に文章構成を考え、「問い」と「答え」を明確にで

きていたことが分かる。一方で、「読解力」は発揮できたものの、その情報源にまで踏み込んだ指導
の必要性が感じられた。 
【検証項目⑥】児童への聞き取り結果 
各学年の調査結果及び考察から、成果（研究調査前後の伸び）が見られた児童に対し、聞き取り

調査を行った。第６学年の発言については、下記のとおりである。 
・資料をよく読んで、的確に答えることができるようになった。
・読書量が増えたことで、読み取る力が付いた。
・実力テストを通して、何となく読むのではなく、隅々まで読むようになった。
・資料の大切なところはどこかなと考えながら読むようになった。
・プラスチックのことを知らなかったが、知識が増えたことで、できるようになった。
・（鯱っ子学習や作文練習を通して）言いたいことを端的に書くようになった。（そのため）何が
必要かを考えるようになった。 

・とにかくたくさん書こうとしていたが、長すぎて伝わらないということがあり、だらだらと書
いていたところを直した。

問題を理解する読解力や文章力が上がったという児童の発言が多かった。読書や学習を通して知
識が増えたことを実感していることもあるが、鯱っ子学習等を通して、他者に伝えやすくする経験
を積み、要点を捉える姿勢が身に付いてきたことが窺える。 
各学年に共通して見られる傾向としては、伸びの見られた児童は問題を解く際に各教科等で学ん

だことを自覚的に活用している点が挙げられる。特に、第１・２学年では生活科、第３～６学年に
おいては「鯱っ子学習」について言及しているものが多い。さらに、第３～６学年で伸びが見られ
た児童の発言には、「鯱っ子学習」を進めていくにあたって、各教科等で学んだことを生かして学び
を進めていることが窺える発言が多く見られた。このことから、各教科等で学んだことを生かして
探究的に学びを進めることが、言語能力の向上につながると考えられる。 
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【検証項目⑦】公立学校教師へのアンケート結果 
令和５年７月に行われた本校の研究発表会にて、「鯱っ子学習」の授業公開を行った。また、児童

自身が、探究してきた内容を用いてプレゼンし、探究過程を説明する時間があった。アンケート結
果の一部については、下記のとおりである。 
・児童の本当の意味での「主体性」が問われる授業だったように思う。それぞれの興味ある分野
について、自ら学びを深めている姿に驚かされた。

・総合の発表をするときに、その構成をきちんと考えさせたことがなかった。国語の学びが生か
されていて勉強になりました。

・他教科の学びを活用しながら、いかに自分の伝えたいことを相手に理解してもらうかを真剣に
考えて取り組む姿が素晴らしいと思いました。

・各教科等の学びの活動が際立っていた。
・我々の学校では、一人一人が学び通せる課題を設定できません。学ぶ意欲の高さと、それを途
切れさせない関わりが効果的にあるのだと思います。

各教科等で身に付けてきた言語能力を統合して発揮している姿を、公立学校教師から好意的に受
け取っていただいたことが分かる。一方で、そのままでは一人一人が課題をもつ「鯱っ子学習」を
真似することが難しいという意見もあった。「①課題の設定、②情報の収集、③整理・分析、④まと
め・表現」という探究的な学習過程や、意欲を継続させて個人研究できる課題の設定方法の指導、
ラーニングマップを活用したアカデミック・ライティング指導について、今後も改善を図りながら
周知していく。

３．研究成果 
１年次の成果としては、各教科等における言語能力を整理したことで、各教科等において育成を

得意としている言語能力、教科特有の言語能力、各教科等に共通している言語能力等、言語能力を
俯瞰して捉える土台形成ができた。また、それにより教科等横断的な視点をもつことにつながった。 
２年次は、目指す姿、育成方法、各学年の到達度目標を具体的に整理し、活用・実践した結果、多

面的測定において一定の成果が上がった。各教科等における言語能力を教科等横断的な視点から明
確化し、可視化できる指標を作成したことが、上記の成果に大きく影響したと考える。 
また、ラーニングマップを活用したことで課題解決の過程が可視化され、「鯱っ子学習」の見通し

をもって学ぶことができたと言える。個人の学びをラーニングマップに追記したり、俯瞰して学び
を捉えたりすることで、深いサイクルを生み出すこともできた。 
本実践を行う際、教師が求めるレベルまで児童を強引に引き上げようとすると、児童の探究心が

冷めてしまう可能性がある。成果を焦らず、継続的な指導を心掛ける必要がある。あくまで児童の
「やりたい」という想いに沿って、課題を設定する支援をしたり、ラーニングマップを用いて解決
の道筋を示したりすることが大切だと考える。また、探究過程や成果物に対して各教科等の言語能
力を発揮している部分を見いだし、価値付けることも大切である。教師の価値付けにより児童が無
意識に行っている部分を意識化することで、次回以降の探究的な学習過程をより児童主体で進める
ことができるようになるだろう。 
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